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16) 拙稿「「中国模式」の再検討(Ⅰ)」『松山大学大学院松山論叢第 37 号』2017 年 6 月、「「中国模式」



































                                                 
17) 塚本隆敏(2012)『中国の労働問題』創成社、2 ページ。 
18) 1981 年 11 月 24 日中共中央国務院が「広い道を開き経済を活性化し城鎮の就業問題解決のため
の若干の決定」を公布した。この決定は契約工、臨時工も雇用形式として容認し、なお、個人経営を
含む多角経営奨励で雇用創出を目指した。 









の輸出入総額と輸出額に占める割合が非常に高い。特に、2001 年から 2011 年までの間、外
資関連企業の輸出入総額と輸出額は全国企業の輸出入総額と輸出額の 50%を超え、2017 年
までにも全国企業の 4 割強を占めていた。 
 外資関連企業のうち、日本投資・日系企業（または日系関連企業）は中国の対外貿易経済
に対する貢献はさらに目覚ましいと言える。中国の貿易相手国のうち、輸出額はアメリカに
次いで第 2 位、輸入額も韓国に次いで第 2 位になっている（表 0-1）。 
 また、中国への直接投資額が（2017 年までの累計額）世界 1 位であり、投資した企業数
が世界第 3 位であった。外資・外資関連企業の受け入れた投資額について、表 0-2 中国にお
ける外国（地域）直接投資の受け入れ状況が示したように、2017 年までに、中国が受け入
れた外国（地域）からの直接投資額は 20,109.3 億ドルであった。そのうち、日本からの投




業数は 51,006 社であった。香港地域と台湾地域を除いた外資関連企業数の 5.7%を占め、ア
メリカの 68,431 社と韓国の 63,385 社に次いで第 3 位になっている。 
 さらに、日本の対中国投資構造を表 0-3 が示しているように、2017 年日本対中国の投資
総額は 326,100 万ドル、新規投資した会社数は 590 社であった。投資金額からみると、製造
業に投資した金額が 194,317万ドルで一番多く、全体の 59.6%を占めている。二番目は賃貸、
サービス業 57989 万ドルの 17.8%であり、三番目は卸業、小売業の 44,233 万ドルの 13.6%
であった。新規投資した企業数からみると、卸業、小売業が 182 社であり、全般業界の 30.8%


















        表 0-1 中国の主要相手国・地域別輸出入額 単位：百万ドル 
  2000 年 2005 年 2010 年 2011 年 2012 年 2013 年 2014 年 2015 年 2016 年 2017 年 
輸出総額 249,203 761,953 1,577,764 1,898,388 2,048,782 2,209,010 2,342,343 2,273,468 2,097,637 2,263,371 
アメリカ 52,099 163,181 283,780 325,011 352,438 369,064 397,105 409,979 385,678 430,328 
香港地域 44,519 124,473 218,301 267,984 323,445 384,498 363,088 330,463 287,252 279,211 
日本 41,654 83,986 121,044 148,269 151,627 150,133 149,410 135,616 129,268 137,259 
韓国 11,292 35,108 68,766 82,920 87,674 91,165 100,335 101,286 93,707 102,704 
ドイツ 9,278 32,527 68,047 76,400 69,213 67,343 72,703 69,155 65,214 71,617 
輸入総額  225,094 659,953 1,396,002 1,743,395 1,818,199 1,949,990 1,958,021 1,679,564 1,587,921 1,843,793 
韓国 23,207 76,820 138,339 162,717 168,728 183,073 190,105 174,506 158,975 177,553 
日本 41,510 100,408 176,736 194,568 177,832 162,246 162,842 142,903 145,671 165,794 
アメリカ 22,363 48,741 102,734 123,124 133,766 153,395 159,841 148,693 135,120 154,442 
ドイツ 10,409 30,723 74,251 92,726 84,568 94,157 104,992 87,623 86,109 96,940 
オーストラリア 5,024 16,194 61,105 82,667 91,933 98,954 97,675 73,510 70,895 95,009 
出所：国家統計局、『中国統計年鑑』（2001〜2018 各年版）より作成。 
 
1990 1995 2000 2005 2010 2011 2012 2013 2014 2015 2016 2017
全国輸出入額 1154.4 2808.5 4743.1 14221.2 29727.6 36419.4 38675.1 41603.3 43030.0 39586.4 36855.6 41045.0
外資関連企業輸出入額 201.2 1098.2 2367.1 8317.2 16003.1 18601.6 18940.0 19190.9 19840.0 18346.0 16871.0 18391.4
全国輸出額 620.9 1487.7 2492.1 7620.0 15779.3 18986.0 20501.1 22100.4 23427.0 22765.7 20976.3 22635.2
外資関連企業輸出額 78.1 468.8 1194.4 4442.1 8623.1 9953.3 10227.5 10442.7 10747.0 10047.0 9168.0 9775.6
外資関連企業輸出入額の割合 17.4 39.1 49.9 58.5 53.8 51.1 49.0 46.1 46.1 46.3 45.8 44.8
























表 0-2 中国における直接投資の受け入れ状況（2017 年まで累計） 
ランキング 国・地域 直接投資額（億ドル） 直接投資額の割合（％） 
1 香港地域 10,093 50.2 
2 イギリス領ヴァージン諸島 1,599 8.0 
3 日本 1,081.8 5.4 
4 シンガポール 900.3 4.5 
5 アメリカ 825.1 4.1 
6 韓国 723.7 3.6 
7 台湾地域 664.3 3.3 
 合計 20,109.3 100.0 
ランキング 国・地域 受け入れた企業数（社） 企業数の割合（％） 
1 香港地域 417,032 46.3 
2 台湾地域 102,279 11.4 
3 アメリカ 68,431 7.6 
4 韓国 63,385 7.0 
5 日本 51,006 5.7 
6 イギリス領ヴァージン諸島 24,166 2.7 
7 シンガポール 23,871 2.7 
 合計 900165 100.0 
出所：中華人民共和国商務部、『中国外資統計公報』2018 年版、35 ページ。 
 
 










製造業 155 26.3 194,317 59.6 
賃貸、サービス 84 14.2 57,989 17.8 
卸業、小売業 182 30.8 44,233 13.6 
交通運送、 
倉庫、郵政 
7 1.2 5,199 1.6 
金融 3 0.5 4,476 1.4 
合計 590 100 326,100 100 








































 労使関係論の古典研究は Dunlop（1958）22の Industrial Relations Systems であると周
知されている。Dunlop の研究によって、雇用関係は組織内の労働力の取引関係であり、そ
の取引は「規則」の体系によって規律されていると認識された。 Industrial Relations 
                                                 
21) 久本憲夫(2015)「労使関係と雇用関係」『日本労働研究雑誌』特集：似て非なるもの、非して似
たるもの、No.657,April 2015、ページ 24〜25。 
22) John T. Dunlop (1958) Industrial Relations Systems. Southern Illinois University Press. 

































                                                 
23) 久本憲夫(2015)「労使関係と雇用関係」『日本労働研究雑誌』特集：似て非なるもの、非して似
たるもの、No.657,April 2015、24〜25 ページ。 
24 ) 石田光男 (2012)「労使関係論」『日本労働研究雑誌』特集：この学問の生成と発展、
No.621,April,2012、25 ページ。 
25) 石田光男(2014)「雇用関係の理論と方法のために」『社会科学論集』第 143 号、2014 年 11 月特
集。22 ページ。 
26) 鈴木玲(2002)「労使関係研究のレビューと今後の課題」(社会政策学会第 104 回大会・産業労働
部会報告) 法政大学大原社会問題研究所、2002 年 5 月 26 日、1 ページ。 
27) John T. Dunlop (1958) Industrial Relations Systems. Southern Illinois University Pres
s. Industrial Relations Systems の和訳は労使関係になっている。 






































                                                 















 本研究の現地調査を行った調査地と調査対象は以下になる（図 0-2）。 
 ①深圳市：H 電子（深圳）有限公司（2017 年 2 月 22 日〜3 月 6 日）。 
 ②蘇州市：蘇州 D 工業有限公司、蘇州 M 光学有限公司、蘇州 Y 金属製品有限公司、蘇州市
CQ 人力資源有限公司（2017 年 8 月 1 日〜8 月 11 日）。 
 ③南通市：南通 LH 服飾有限公司、TR 織染（南通）有限公司（2018 年 8 月 27 日〜9 月 7
日）。 
 























 実は、この「市場化」論は改革開放後に現れたのではなく、改革開放前の 1950 年代後半
から既に社会主義を市場で補う議論はかなり進んでいた。福光（2016）は改革開放以前と改
革開放後の 2 つの段階に分け、短期間に二度盛んになった「市場化」論を論じた（表 1-1）。 





きると述べ、市場の重要性を強調した。しかし、それらの議論は 1957 年 6 月の反右派闘争
の開始により消された33。 
 次の二度目は 1959〜1960 年初であった。1958 年の人民公社化と大躍進政策は、需要と供
給を無視して重工業に偏重し、集団化によって自主性が奪われ、日用工業品の不足、主食と














副食の生産不足が生じた。結果として 1959 年から 1960 年までの大飢饉が起きるに至った。
その後は、農業における行き過ぎた集団化の修正として、①農家に自留地、②副業として家
畜の飼育、③生産請負制が拡大された。それによる成果も個人的な取得を認めた。しかし、




表 1-1 「市場化」論の生成と展開 
 



















































































   けが消滅、商品の品質が低下し、商品の品種が乏しくなったと指摘した。陳雲「公私合営後一些問題解 
   決辦法 1956/03/30」『陳雲文選第二巻』、中国共産党新聞－党史人物記念館、http://cpc.people.com. 
   cn/GB/69112/83035/83317/83596/index.html 掲載。 
  2)1957 年に顧準（科学院経済研究所研究員）は、社会主義経済における価値規律に企業が行う生産経営活 
   動の中に、自動調節機能を備えていると委ねることができる、価格の自由な動きに生産の調節を委ねる 
   ことができると述べ、市場の重要さを強調した。顧準「試論社会主義制度下的商品生産和価値規律」『経 
   済研究』1957 年 03 期。 
出典：福光寛(2016)「中国経済の過去と現在－市場化に向けた議論の生成と展開－」『立命館経済学』第 64 
   巻第 5 号 814〜835 ページより筆者が一部加工したもの。 
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  ２、体制転換と非公有制の定着 
 「改革・開放」以降は、中国の経済体制、経済政策、配分方式、所有制方式、意思決定、

























表 1-2 体制改革前後の政策体制転換 
 改革以前 改革以降 
経済体制 計画経済 市場原理を導入、社会主義市場経済へ 
経済政策 計画を立て進行する 計画と市場の有機的結合 
意思決定 中央政府集権 各地方政府分権 
所有制方式 公有制 公有制を核心とする多重所有制共存 









表 1-3 中国企業の所有制形態 




















































































   2)中国語の「合資」は、日本の合資会社の意味ではなく、合弁を指している。 
   3)外資系企業と香港・マカオ・台湾系企業を総じて俗に「三資企業」ともいう。 
     香港・マカ オ・台湾系企業にも合弁・合作・独資・株式会社の区別がある。 
出所：高久保豊(2009)「中国―重層構造から読み解くビジネスモデル」中川涼司・高久保豊 



























































 表 1-4 が示した法律・規定は従来の雇用関係を変化させた。 






 そこで、「改革・開放」政策が打ち出された後の 80 年代から、政府は国有企業改革の深化
と企業活力の強化を提唱し、1986 年 7 月に 4 つの規定を公表することにより、労働者の募
集・採用・解雇の権利を企業に与え、「労働契約制度」37を導入した。さらに、1992 年に国
有企業に「全員労働契約制」を全面的に導入し、雇用・人事管理権、賃金などを含めた企業








に関する法律規制を整備した。それは、「中華人民共和国労働合同法」（2007 年 6 月に公表）、
「中華人民共和国労働合同法に関する修正」（2012 年 12 月に公表）、および「中華人民共和
国労務派遣暫行規定」（2013 年 12 月公表）である。 
                                                 
36) その時期には、国有企業が「単位」と呼ばれ、国家と人民の間の極めて重要な組織であった。 






 これらの法律規定では、以下の 4 点を明確に規定している。 
 ①労務派遣労働者による使用は補充形態であり、臨時的、補助的あるいは代替的な職位に
おいて実施する。 








表 1-4 中国における労働制度と法律規定からみる雇用関係の変容 



























1994 年 7 月 「中華人民共和国労働法」 
就業の促進、労働契約、労働者権益保
護、社会保険などについての規則。 














2012 年 12 月 
「中華人民共和国労働合同法に関する
修正」 



































2009 2010 2011 2012 2013 2014 2015 2016 2017 2018
流動人口 21100 22100 23000 23600 24500 25300 24700 24500 24400 24100
外出農民工 14533 15335 15863 16336 16610 16821 16884 16934 17185 17266






















 流動人口の規模は、2014 年まで拡大してきたが、2015 年から漸次縮小に転じている。2009
年から 2014 年まで流動人口は毎年増加し、2 億 1100 万人から 2 億 5300 万人になった。そ
して、2014 年から 2018 年までは漸次減少し、2 億 5300 万人から 2 億 4500 万人に至った。
2018 年は前年度より 300 万人が減少し、年間減少率は 0.9%であった。流動人口の減少に対
して、2016 年まで、外出農民工の増加率は毎年減少するが、人数は漸次増加している。増
加した人数は 2010 年から 2016 年まで、それぞれ 802 万人、528 万人、473 万人、274 万人、
211 万人、63 万人、50 万人、増加率が毎年それぞれ 3.4%、3,0%、1.7%、1.3%、0.4%、0.3%
である。2017 年から増加率が 1.5%へ急増加したが、2018 年に 0.5%まで急減少した。増加し
た人数は 2017 年に 251 万人、2018 年に 81 万人であった。 
 前述のように、労働力市場を維持する外出農民工の増加率は漸次減少し、2015 年からほ
ぼ 0 となった。では、農民工全体の規模、また、農民工を構成しているもう一つの労働力で




 農民工の総数が増加しているが、増加率は漸次減少している。2009 年から 2018 年にかけ
て、農民工の総人数が 2 億 2,978 万人から 2 億 8,836 万人へ徐々に増加し、増加率は 2009
年の 3.5%から 2018 年の 0.6%に減少した。そのうち、2016 年は 15 年より 0.2％上昇し、5
年間ではじめて上昇した。また、2017 年から減少していた。在地農民工の増加率は漸次減
少するが、農民工総数の増加率より、また、外出農民工の増加率より上回っている。2011 年
から 2015 年まで漸次減少していたが、2016 年に転じて 7%上昇して 374 万人が増加し、そ
れから漸次増加している。割合の比率からみると、2016 年の 1 億 1,237 万人は農民工総数
2 億 8,171 万人の 6 割以上を占める。その高い増加率は 2016 年農民工総数の増加率を引き
上げ、5 年間ではじめて上昇した。2018 年も前年度より 184 万人が増加したが、増加率はわ
2008 2009 2010 2011 2012 2013 2014 2015 2016 2017 2018
農民工総数 22542 22978 24223 25278 26261 26894 27395 27747 28171 28652 28836
外出農民工 14041 14533 15335 15863 16336 16610 16821 16884 16934 17185 17266
在地農民工 8445 8445 8888 9415 9925 10284 10574 10863 11237 11467 11570
在地農民工の増加率 -0.7 5.2 5.9 5.4 3.6 2.8 2.7 3.4 2.0 0.9
農民工総数の増加率 3.5 5.4 4.4 3.9 2.4 1.9 1.3 1.5 1.7 0.6






























いる。2016 年度には農民工（農村から都市へ就業する農民）の総数は 2 億 8171 万人に達し、
都市就業者（都市で働いている労働者）全体の 68%以上を占める39。 
 まず、全国就業者に対する農民工収入の水準を概観する。表 1-5 が示しているように、
2018 年における農民工の平均月収が 3,721 元、全国就業者が 5,698 元である。農民工の月








   表 1-5 業界別全国就業者に対する農民工の平均月収（2018 年）   単位：元 
 全国就業者 1 A 農民工 B B/A ％ 
全般業界における平均月収 5,698 3,721 65 
業界別 
製造業 5,387 3,732 69 
建築業 4,729 4,209 89 
小売卸業 5,966 3,263 54 
交通運送、物流倉庫、郵政業 6,904 4,345 62 
宿泊、飲食業 3,775 3,148 83 
労務や技術を提供するサービス業 3,894 3,202 82 
注 1：全国就業者の平均月収はその平均年収を 12 ヶ月で割って計算した。 
出所：国家統計局「2018 年規模以上企業就業者業界別年収平均賃金」、2019 年 5 月 14 日公表 
   http://www.stats.gov.cn/tjsj/zxfb/201905/t20190514_1664758.html、国家統計局 
   『農民工監測調査報告』(2018 年版)より計算して作成。 
  
 次に、非正規雇用労働者＝農民工の賃金水準を、外出農民工の平均月収の推移から概観
する40。図 1-3 が示したように、平均月収は 2009 年の 1,4174 元から 2018 年の 4,107 元に
                                                 







上昇した。しかし、その上昇率は 2009 年から 2011 年までと 2012 年から 2014 年までは大
幅に上昇したが、2011 年から 2012 年まで、特に 2014 年から 2016 年までは大幅に低下し















結果から、次のことが分かる。①2011 年当時、派遣労働者数は約 3,700 万人、全従業員の
13.1%を占めると推計している。②派遣労働者のうち、農民工および外地戸籍が最も多く、
                                                 
に農民工全体よりやや高い。2018 年では、外出農民の月収が 4,107 元、在地農民工が 3,340 元、農民
工全体平均月収が 3,721 元であった。 
41）中華総工会は、2011 年に「全総労働派遣問題課題組」を設立した。また、派遣労働者の現状を究
明するため、2010 年 6 月および 2011 年 6 月にアンケート調査を 2 回実施した。調査対象は中国全国
25 都市、1,000 社の企業とそれら企業の労働組合の主席、10,000 名の労働者であった。全総労働派遣
問題課題組(2012)「当前我国労務派遣用工現状調査」『中国労働』、人力资源和社会保障部劳动科学研
究所、2012 年 5 月、23〜24 ページ。 
2009 2010 2011 2012 2013 2014 2015 2016 2017 2018
平均賃金 1,417 1,690 2,049 2,209 2,609 3,107 3,359 3,572 3,805 4,107






















































                                                 


























































































表 2-1 「温州模式」・「蘇州模式」と「広東模式」との比較 








































































設置し、沿海部の経済発展を図る「沿海地域発展戦略」を実施した。1984 年に沿海部 14 港
湾都市を正式に開放し、その 14 都市に経済特区に相当する優遇条件を付した 14「経済技術
開発区」を設置した44 。1985 年に広東省を中心とした「珠江デルタ」、上海を中心とした「長























河源、中山、江门、阳江から構成される。面積は 4.22 万 k ㎡、2016 年常住人口約 5720 万
人、2016 年 GDP は約 92,000 億元に達している46。珠江デルタ地域は華南地域とも呼ばれ、
改革開放政策の最前線に位置付けられる。「改革・開放」政策に応じて、1980 年に広東省











                                                 
設けず、上海市には閔行経済技術開発区、虹橋経済技術開発区、上海漕河涇新興技術開発区 3 カ所を
設置した。 
45) 2015 年 9 月まで、国家に認定された国レベルの経済技術開発区は 219 区ある。そのうち、江蘇省
が一番多くて 26 区を持ち、次いで浙江省の 21 区で、3 番目は山東省 15 の区である。「国家級経済技
術開発区・辺境経済合作区」中華人民共和国商務部。http://www.mofcom.gov.cn/xglj/kaifaqu.shtml、
2017 年 3 月 12 日閲覧。 
46) 百度百科サイト：「珠江三角洲」、https://baike.baidu.com/item/珠江三角洲/621061?fr=kg_qa、


























さに魅せられ、200 万香港ドル（その後も合わせ 300 万）を投資して合作の形態で来料加工貿易を決
めた。その後、服装工場は鞄工場に変わり、香港から導入された生産原材料と機械設備を使って来料
加工に転換した。当時平均 1 ダース 20 元の鞄は 12 元の加工費を収めた。香港公司は毎月工場に加工
費を支払うが、加工費の 20%が設備の返却代として引かれた。工場は香港系管理方式の清潔重視、遅
刻罰則、業績賃金などの制度を導入した。特に、業績賃金制度の導入はワーカーの積極性を高め、彼
らは喜んで残業に励んだ。当時の給料は、入社して 1 ヶ月以内の新人でも月給で 80〜110 元を稼いだ
（以前の服装工場の場合、月給 18〜38元だった。他社 1級の工程技師も月 100元をもらえなかった）。
ワーカーが一番多い時期は 800 人以上だった。また、契約の内容によると、300 万香港ドルの投資金
の返却を完了すれば、機械設備・工場は全て太平手袋廠自体の資産になる。実際に工場は 3 年で投資
                                                 











一千の率先』広東省政府編、人民出版社（唐氏は 1985 年に太平手袋廠第 3 代目の廠長を勤めた）。人













出額も電子情報産業全体の 3 分の 1 以上を占める。2003 年に全国電子情報産業上位 100 社





















                                                 
53) 河村哲二（2005）「華南・珠江デルタ地域における日系現地工場−電機・電子を中心に」『巨大す
る中国経済と日系ハイブリッド工場』上山邦雄（日本多国籍企業研究グループ）編、有楽出版社、2005
















図 2-1 広東委託加工と股份合作公司 
出所：加藤光一、「中国における出稼ぎ労働者の「労働世界」―「珠江デルタ」の日系・香港系企業 
















5 月、149 ページ。 
59) 「農民工」の定義について、中華人民共和国国家統計局が公布する「農民工監測調査報告」は農
村から出稼ぎに行って 6 ヶ月以上経過した者とされている。 
60) 厳善平(2007)「農民工と農民工政策の変遷」、『中国 21：特集 中国農業の基幹問題』、Vol.26、2
007 年 1 月、愛知大学現代中国学会編、82 ページ。 
 36 
調査61データに基づいて、出稼ぎ農民工の規模を 1980 年代は 3,000 万人弱、1990 年代は
6,000 万人前後、2000 年代は 1 億人程度と推計している。農民工急増の背景の下、彼らが
「世界工場」を支えていること、および彼らが就職、失業、社会保険にかんして不平等な状
況に置かれていることが社会的関心を集めている。 
  ２、長江デルタの「温州模式」と「蘇南模式」 
 （１）長江デルタの概要 
 長江デルタ地域は上海、江蘇省、浙江省から構成されている。面積は 21.07 万 k ㎡ 62、
2017 年末の常住人口約 10,104 万人、2017 年 GDP は 168,271 億元に達している63。農業は中
国の経済改革において先頭に立った。中国農村改革の発祥地となった長江デルタ地域は、






















                                                 
61) 該当調査は農村から出稼ぎに行って 3 ヶ月以上経過した者を「農民工」の調査対象としていた。 
62) 「长江三角洲地区区域规划」国家発展改革委員会、2010 年 5 月掲載、http://www.gov.cn/gzdt/
att/att/site1/20100622/001e3741a2cc0d8aa56801.pdf、2018 年 11 月 24 日閲覧。 
63) 中華人民共和国国家統計局編、『中国統計年鑑 2018』、中国統計出版社。 
64) 「长三角初步定位：我国综合实力最强的经济中心」中華人民共和国中央人民政府、2006 年 11 月
21 日掲載、http://www.gov.cn/jrzg/2006-11/21/content_449558.htm、2018 年 11 月 24 日閲覧。 
65) 厳善平(2004)「温州モデルと蘇南モデル」『三田学会雑誌』第 96 巻第 4 号、25(487)~40(502)ペ
ージ。 































                                                 
67) 李丁富(2004)『創造奇跡的温州』光明日報出版社。 
68) 丸川知雄(2004)「温州産業集積の進化プロセス」『三田学会雑誌』第 96 巻第 4 号、61(523)ペー
ジ。 
69) 張仁寿・李紅(1990)『温州模式研究』中国社会科学出版社、22~28 ページ。 
70) 厳善平(2012)「温州モデルのいま」『アジ研ワールド・トレンド』日本貿易振興機構アジア経済
研究支援部、第 18 巻第 2 号、20~30 ページ。 
71) 項寧一編(2000)『財富与未来－走近浙商』浙江人民出版社。 
72) 劉楓(2003)「温州民営経済発展的歴程と啓示」『馬克思主義』2003 年第 5 期。 
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学会第 8 回報告資料、2003 年 3 月 27 日（福井県立大学）。 
74) 西口敏広・辻田素子・許丹(2005)「温州の繁栄と小世界ネットワーク」、『一橋ビジネス・レビュ
ー』第 52 巻第 4 号、22〜38 ページ。 
75) 王春光(2000)「動いている社会ネットワーク－パリと北京における温州商人の行動公式」『社会
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大学現代ビジネス研究』第 6 号、39〜51 ページ。 
77) 朱柏青ほか(1989)『温州之路叢書：十万供銷大軍』上海交通大学出版社。 
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業部は「郷鎮企業の財産権制度改革に関する意見」（1994 年 3 月）、「郷鎮企業における現代
企業制度の構築に関する意見」（1994 年 12 月、「中華人民共和国郷鎮企業法」）（1996 年 10
月）を公布して施行した。1996 年末から郷鎮企業所有制改革が本格に行われた。1999 年初
めまでに、蘇南地域の郷鎮企業数の 81.6%（11,301 社）、固定資産の 64.6%の集団所有制が
改革され、そのうち、株式制会社に 1,228 社、株式合作制企業に 3,259 社、入札・譲渡で私
営企業に 4,877 社が変更され、また、502 社が合併または倒産したという88。 
 （４）郷鎮企業における農村余剰労働力の吸収 





8 回報告資料、2003 年 3 月 27 日（福井県立大学）。 





 郷鎮企業の所有制改革が始まる前の 1996 年まで、郷鎮企業はほとんど集団所有制であっ
た。97 年から私営企業と個人企業（経営者込みで 8 人以下）が大量に出てきた。統計デー
タの制限のため、1999 年までは集団所有制の郷鎮企業しか収集できなかった。1999 年まで
の集団所有制の郷鎮企業数と従業員数を用い、農村余剰労働力の吸収状況を図 2-2 でみて




 1980 年の郷鎮企業数は 75,575 社で、従業員数は 388.62 万人であった。1984 年に政府が
集団所有制の郷鎮企業の設立を農村の余剰労働力を地元で吸収して都市に流動する現象を
緩和する政策を打ち出した。翌年の 1985 年から 87 年にかけて、江蘇省の郷鎮企業数と従
業員数は年々増加していた。企業数は 85 年の 98,567 社から 124,743 社まで、従業員数は
627.09 万人から 729.77 万人まで増加した。企業の生産効率が低下、内部労働力が過剰等の
現象が発生したあとは、ほとんど減少する傾向があった。それから、1991 年から 1992 年ま
でに再び増加し、農村余剰労働力は 10 年間最大の規模で 730.25 万人を吸収した。しかし、
1992 年国有企業改革の影響を受け、企業数と従業員数は常に減少を示した。特に 1996 年郷
鎮企業所有制改革が実施されてから、企業数は 96 年の 105,188 社から 99 年の 61,135 社ま
で、従業員数は 615.27 万人から 394.58 万人まで減少した。2000 年末まで、企業所有制改
革をした結果、集団所有制郷鎮企業において、企業数は 40,429 社まで減少し、全体の 4.5%
しか占めなかった（表 2-2）。従業員は 295.54 万人まで減少し、全体の 34.5％を占めてい
た。集団所有制以外では、個人企業が一番多くて 763,468 社で全体の 85%を占め、従業員数






























表 2-2 江蘇省における郷鎮企業の所有制改革状況（2000 年） 
  合計 集団企業 私営企業 個人企業 
企業数（社） 903,456 40,429 99,559 763,468 













 図 2-3 が二大デルタ地域における外資導入額実行額を示している。1987 年から 1996 年ま
で、珠江デルタへの外資投資実行額は長江デルタより多かった。特に 1991 年から 1996 年























の外資導入額が 2007 年から 2009 年まで急減少、それに対して、長江デルタは 2012 年まで
は長い間に右上がり状態を呈していた。2000 年代のスマトフォン・タブレット用等の製造
業に関する投資を受け入れた日系関連企業・ローカル民間企業は技術力をマスター、ドロン、
IT 業界また AI 技術等の相関投資も 2010 年代から多く誘引してきた。2015 年に珠江デルタ
に対する外国投資は再び長江デルタを超えた。 
 図 2-4 が二大デルタ地域の経済状況と輸出貿易の推移を示している。 
 地域総生産において、「蘇南模式」と「温州模式」に基づいた地場産業が豊富な長江デル
タ地域は、外資関連企業、外資系企業の下請け工場を中心とする珠江デルタ地域より、地域
総生産が高かった。1987 年長江デルタは 2074.8 億元、珠江デルタは 848.69 億元であった。
1993 年頃から二大地域が大きな差がつくようになっていた。2017 年長江デルタは 168302.2
億元、珠江デルタの 2 倍ほど上回っていた。 
 輸出額において、珠江デルタは、2003 年まで長江デルタより、輸出貿易を多く進行して
いたが、2003 年から 2017 年にかけて、長江デルタは長期にわたって珠江デルタをリードし
ていた。2001 年長江デルタの輸出額は 9,695.1 億元に達し、珠江デルタ（6,710.2 億元）を
初めて上回って、さらに、2017 年は珠江デルタの 25,914.1 億元より 2.5 倍高かった。 
 輸出依存率において、長江デルタ地域は 1987 年から 2005 年まで漸次増加していたが、
改革・開放が実施された 1987 年に 7.8%しかなく、珠江デルタはすでに 47.9%に達していた。
2003 年に 50%を超えた時、珠江デルタは 67.8%であったが、2005 年に初めて珠江デルタを













   して作成。 










第 7 条）。 
 ②「沿海経済開発区」、「経済特区」、および「経済技術開発区」の所在都市の古い町に設
置され、外商投資の生産型企業には、課税率 24％が適用される（「中華人民共和国外商投資
企業および外国企業所得税法」第 7 条）。 
 ③（石油、天然ガス、稀少金属、貴重金属などのエネルギー採掘業界以外の）経営期間が
10 年以上、かつ外商投資の生産型企業に関しては、企業所得税が、当初黒字経営の 2 年間
の全額免除、3 年間の半額免除優遇政策を享受することができる（「中華人民共和国外商投
資企業および外国企業所得税法」第 8 条）。 
 ④外商投資による獲得した利益を、投資した会社に再投資、また他の会社に投資する場合
は（期間は 5 年以上を条件に）、再投資期間に納付した所得税は 40%が返却される（「中華人
民共和国外商投資企業および外国企業所得税法」第 10 条）。 
 以上、外資優遇税制の企業所得税においては、中国企業の課税率 33%に対し、外資企業ま
た外資投資企業に対しては 15%を適用した。また、経営期間が 10 年以上であることを条件




得税制の是正が中国企業に要求されたため、2007 年 3 月第 10 期全国人民代表大会第 5 回会
議において『中華人民共和国企業所得税法』が公表され、2008 年 1 月 1 日から実施された。 
 外商投資企業と外資系企業に対して新企業所得税法は以下のように制定された。 
 a,企業所得税は 25%に統一する（「中華人民共和国企業所得税法」第 4 条）。 
 b,外資系企業、外商投資企業に対する低課税率と所得税減免政策を廃止する。法律施行以
前に設立された企業は優遇期間が満期になるまで優遇政策を享受できるが、5 年間で段階的
に税金率を 25%まで引き上げる（「中華人民共和国企業所得税法」第 57 条）。 
 c,再投資に関しては、2007 年末に再投資が完了し、また中国工商管理部門にて登録済み
の外資系企業、外商投資企業に限り、「中華人民共和国外商投資企業および外国企業所得税
法」を適用して所得税の 40%が返却される（「中華人民共和国企業所得税法」第 3 条）。 
 d,減免税制を適用した企業は、業務範囲また経営期間を変更した場合、優遇税制を適用し
なくなる。なおかつ、それまで減免されていた税金を追加納付しなければならない（「中華
人民共和国企業所得税法」第 1 条）。 
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表 2-3 外資優遇税制から企業所得税統一への変更 
外資優遇税制 
『中華人民共和国外商投資企業および外国企
業所得税法』1991 年 4 月 
企業所得税統一 
『中華人民共和国企業所得税法』2007 年 3 月  
外資企業また外資投資企業の所得税は 15%ま
たは 24% 
企業所得税は 25%に統一する  
経営期間 10 年以上、当初黒字経営から 2 年間










   より作成。 
  ２、外資型経済の規模縮小 







 表 2-4 が 2016 年の全国と省・直轄市別貿易額と変化の傾向を示している。まずは、広東
省では全国貿易額が 9,555 億ドルで第 1 位になり、対外貿易に大きく貢献しているが、前
年比減で貿易の規模が縮小していることが明確になった。次に、2016 年の対外貿易総額は
全国的に減少している。全国的に見ると、貿易総額は 3 兆 6,849 億ドル、前年より 6.8%マ
イナスとなった。輸出額は 2 兆 982 億ドル、前年より 7.7%マイナスであり、輸入額は同 5.5％
マイナスの 1 兆 5874 億ドルであった。省・直轄市別に見ると広東省は第 1 位になり、約 1
兆ドルの輸出入額で、前年より 6.6%マイナスの 9,555 億ドルとなった。輸出額は 6.9%マイ



















1 広東省 9,555 -6.6 5,989 -6.9 3,566 -6 
2 江蘇省 5,095 -6.6 3,193 -5.7 1,903 -8 
3 上海市 4,338 -3.4 1,835 -6.4 2,504 -1.2 
   全  国 30,982 -6.8 20,982 -7.7 15,874 -7.7 
出所：「中国海関統計月報 2016 年 12 月」より作成。海関統計資迅網、http://www.chinacusto 
   msstat.com/aspx/1/NewData/Stat_Data.aspx?state=1&next=3&year=2016 
 （２）対外貿易依存度の逓減 
 表 2-5 が示しているように、「改革・開放」政策が実施されてから中国の対外貿易総額は
わずか 355 億ドルから 2 兆台億ドルに大幅に拡大した。また、貿易総額が絶えず拡大する
のにとともない、貿易依存度も徐々に上昇してきた。しかし、2005 年の対外貿易依存度は
62.4%で頂点に達し、その後漸減状態を示した。2016 年は国内総生産の 743,585 億元に対し
て、対外貿易総額は 243,386 億元であり、32.7%まで減少した。 
 




対外貿易総額(億元) (B) 対外貿易依存度(B)/(A)×100（%) 
1978 3,679 355 9.6 
1980 4,588 570 12.4 
1985 9,099 2,067 22.7 
1990 18,873 5,560 29.5 
1995 61,340 23,500 38.3 
2000 100,280 39,273 39.2 
2005 187,319 116,922 62.4 
2010 413,030 201,722 48.8 
2011 489,301 236,402 48.3 
2012 540,367 244,160 45.2 
2013 595,244 258,169 43.4 
2014 643,974 264,242 41.0 
2015 689,052 245,503 35.6 






る。2016 年の加工貿易による総貿易額は 1 兆 1126 億ドルで、そのうち来料加工は 1,615 億
ドルの伸び率マイナス 8.1%であり、進料加工は 9511 億ドルのマイナス 11.0%となった。来
料加工の輸出額は 9.4%減の 763 億ドル、輸入額は同じく 6.8%マイナスの 853 億ドル、進料
 47 
加工の輸出額は 10.3%マイナスの 6,397 億ドルで、輸入額は 12.3%減の 3,114 億ドルとなっ
た。 
 














来料加工 1) 1615 -8.1 763 -9.4 853 -6.8 
進料加工 2) 9511 -11.0  6397 -10.3 3114 -12.3 
注：1)来料加工：加工受託者は保税輸入部材費の支払いをせず免税輸入設備で加工し、製品は原則 
   100%輸出する。 
  2)進料加工：加工受託者は保税輸入部材費を支払い免税輸入設備で加工し、製品は概ね 70%を 
   輸出する。来料加工と進料加工は加工貿易を構成する。 
出所：「中国海関統計月報 2016 年 12 月」より作成。海関統計資迅網、http://www.chinacustoms 





という 3 つの傾向が明らかになった。 
Ⅲ 日系企業の対中進出状況と雇用問題 
 １、中国の日系海外進出地としての位置付け 
 まず、経済産業省が公開した第 48 回「海外事業活動基本調査」(2018 年 7 月調査)により、
現地法人件数から 2017 年度の日本企業の海外全地域への進出状況を見てみる（表 2-7）。 
  
表 2-7 地域別日系企業現地法人分布 
 法人数(件) 対全地域の割合(%) 対アジアの割合(%) 
全地域 25,034 100  
 アジア 16,655 66.5 100 
  中 国 7,463 29.8 44.8 
  タイ 2,221 8.9 13.3 
  シンガポール 1,103 4.4 6.6 
  インドネシア 1,058 4.2 6.4 
  べトナム 957 3.8 5.7 
  台湾 931 3.7 5.6 
  韓国 794 3.2 4.8 
  マレーシア 764 3.1 4.6 
  インド 563 2.2 3.4 
  フィリピン 544 2.2 4.6 
  その他 257 1.0 1.5 
 北米 3,221 12.9  
 欧州 2,859 11.4  
 その他 2,299 9.2  





全地域の 66.5%を占めている。北米と欧州はそれぞれ 1 割強で、3,221 件と 2,859 件である。
また、アジアへの進出状況に絞って見ると、中国が 7,463 件、4 割強で圧倒的に多く、その
後にタイ、シンガポール、インドネシア、ベトナム、台湾、韓国、マレーシア、インド、フ
ィリピンの順に続く。 
 次に、業種別に 2017 年度アジアへの進出状況を見てみる（表 2-8）。 
 全業種からみると、中国に進出している企業数が一番多く、7,463 社である。そのうち、
中国本土は 6,297 社、香港は 1,166 社である。次いで 2 位が 2,221 社のタイ、3 位が 1,058
社のシンガポールである。4 位と 5 位はインドネシアとベトナムで、それぞれの企業数が
1,103 社と 957 社である。その次は台湾、韓国、マレーシア、インド、フィリピンが続く。
また、中国に進出した企業数が他の地域をはるかに上回り、アジア地域 16,655 社の 4 割強、
世界全地域 25,034 社の 3 割弱を占めている。 





く、中国本土 3,656 社、香港 203 社の合計 3,859 社である。2 番目にタイ 1,253 社、3 番目
にインドネシア 626 社、4 番目にベトナム 558 社、5 番目にマレーシア 404 社が進出してい
る。その後に、台湾、韓国、フィリピン、インド、シンガポールが順番に続く。割合から見




                                                 






















業の現地法人数が 3604 社、そのうち、中国本土 2641 社、香港 963 社であった。次いで 2 位
が 968 社のタイ、3 位が 911 社のシンガポールであった。4 位と 5 位は台湾と韓国で、それ
ぞれの企業数が 537 社と 466 社であった。その次にインドネシア、ベトナム、マレーシア、
インド、フィリピンが続く。割合から見ると、中国に進出した現地法人企業数がアジア地域
の 8,378 社の 43.0%、世界全地域の 14,196 社の 25.4%を占めている。日本企業にとって、中
国は大きな市場になっていることが分かった。 
 


















 2001 年から 2017 年にかけて、日本企業の対中進出状況を現地法人の企業数、従業員数、
設備投資額に分けてみていく（図 2-5）。 
 現地法人企業数は 2001 年の 2,220 社から 2017 年の 7,463 社へと 3 倍以上に、常時従業
者数は 65.9 万人から 152.9 万人へと 2 倍以上に増加した。しかし、近年は徐々に減少傾向
が現れている。進出法人企業数は 2013 年まで年々増加していたが、2014 年から減少傾向が
見られ、2015 年に頂点の 7,900 社に達してから年々減少し続けている。 
 常時従業員数は 2007 年まで大幅に増加したが、2008 年に一時減少、それから 2009 年か
ら毎年徐々に増加して、2014年に頂点の 1,785,417万人に達してから年々減少しつつある。
中国対全地域の割合から見ると、日系現地法人の企業数と従業員数は 2000 年代初の全地域
の 2 割程度から 2000 年代後半の 3 割強まで推移していた。2010 年代に入ってから割合が減
少しつつ、2017 年の企業数は全地域の 29.8%、従業員数は 25.7%で 3 割弱に戻った。 
 設備投資について、2001 年から 2007 年にかけて日本企業からの設備投資額が 240 億元か
ら 837 億元まで急増した。それから世界金融危機が発生した 2008 年から投資額が減少した
が、2011 年から再び増加し、2014 年に最高の 680 億元に達してから年々減少している。中
国への投資額の全地域に占める割合は 2001 年の 6.8%から 2006 年の 16.3%まで急速に上昇
した。2006 年から急減してまた増加するという状況を経て、2008 年から持続的な減少を示
した。2017 年の設備投資額は 801 億元であり、全地域に対する割合は 10.5%であった。 







図 2-5 在中国日系企業現地法人の進出状況の推移（2001〜2017 年） 
注： 常時従業者数とは、有給役員、常用雇用者(正社員、準社員、アルバイト等の呼称に関わらず、 
   1 か月を超える常用雇用契約者)の合計人数をいう。 
出所：経済産業省「第 39 回海外事業活動基本調査（2009 年 7 月調査）」「第 48 回海外事業活動基本 




















































 2017 年に中国に進出した日系製造業企業の分布は図 2-6 が示している。 
 まず、省別に見ると、進出企業数が一番多い省は江蘇省である。企業数は 894 社、全国の
25%を占めている。2 番目である上海市は、進出企業数が 725 社で、20%を占めている。3 番
目は広東省であり、653 社の 18%である。4 番目は遼寧省の 267 社で、全体の 7%を占めてい






地域（広東省）はわずか 653 社で 18%しか占めない。従って、長江デルタ地域に進出する企
業数は珠江デルタよりはるかに多いこと、および日系製造業企業の半分以上が長江デルタ
に集積していることが明らかになった。 
 また、日系企業現地法人企業数と常時従業員数は表 2-9 のようである。 
 2017 年在中日系企業の現地法人数は 7,463 社である。そのうち、製造業企業は 3,859 社
と全業界の 51.7%を占めている。主に輸送機械、情報通信機械、生産用機械、化学、電気機
械、繊維、金属製品、食料品等の業種に集積している93。常時従業員数は 153 万弱で、その





                                                 


















表 2-9 在中国日系企業現地法人企業数と常時従業員数（2017 年） 
業種 企業数（件） 常時従業者数（人） 
 合  計 7,463  1,529,155  
 製 造 業 3,859  1,290,074  
  食 料 品 164 130,785  
  繊  維 247 46,954  
  木材紙パ 59  16,717  
  化  学 307  35,708  
  石油・石炭 15  1,361  
  窯業・土石 100  18,505  
  鉄  鋼 106  13,195  
  非鉄金属 129  26,056  
  金属製品 235  37,572  
  はん用機械 164  46,027  
  生産用機械 313  36,702  
  業務用機械 132  55,911  
  電気機械 298  120,388  
  情報通信機械 400  239,296  
  輸送機械 615  355,165  
  その他の製造業 575  109,732  
 非製造業 3,604  239,081  
  農林漁業 13  1,690  
  鉱  業 2  不明  
  建 設 業 57  4,869  
  情報通信業 262  22,327  
   運 輸 業 267  37,548  
  卸 売 業 2,110  107,230  
  小 売 業 195  32,194  
  サービス業 539  25,146  
  その他の非製造業 159  不明 
注：中国における各データは、中国本土と香港を合わせたデータである。 
    常時従業者数とは、有給役員、常用雇用者(正社員、準社員、アルバイト等の呼称にか 
    かわらず、1 か月を超える常用雇用契約者)の合計人数をいう。 
出所：経済産業省「第 48 回海外事業活動基本調査（2018 年 7 月調査）」より作成。 
  3、在中国日系企業に関わる雇用問題 
 「現地従業員の労務管理」、「一般ワーカーの採用難」が日系製造業企業の経営上の問題
点であると柴田（2013）が指摘している94。 




くは「新世代農民工」と呼ばれる改革開放以降の 80 年代または 90 年代に生まれた農村余
剰労働力である。生活のために沿海地域に出稼ぎに来た初代「農民工」の老齢化とともに、
「新世代農民工」が成長して、かわりに職場の中堅層の役割を担ってきた。彼ら（特に 90
                                                 
94) 柴田弘捷（2013）「在中国日系企業の人事管理(3)−労働市場の構造的変動と工場労働者の人事管













ると、2010 年頃に中国に進出した日系企業の 3 割弱は労働争議を経験し、その争議の主な
原因は賃金・賞与問題と雇用問題を含めた雇用関係問題であった。また、2010 年 5 月から
わずか約 2 ヶ月間のうちに、43 件の外資系企業に賃上げを図るストライキが発生し、操業
や生産の一時停止に追い込まれた。そのうち、日系企業が 32 社を占めていた。「中国で労










ず幽霊企業で残される場合は少なくないと言われている。筆者らは 2017 年 8 月に、在上海
日本国総領事館経済部の担当者にヒアリング調査を行った時に、「中国の破産制度が完備さ
れていなく、企業は完全に清算できない場合が多い。そのため、休眠化で事業活動を停止し
                                                 
95) 2004 年 5 月 19 日に、『新華時報』は初めて「珠江デルタと長江デルタで農民工が不足している」
という記事を報じた。9 月 9 日に、『人民日報』は初めてこの現象を「民工荒」と命名して報道した。
2005 に「民工荒」に関する記事は『人民日報』によって 35 件掲載された。出所：厳善平(2007)「農
民工と農民工政策の変遷」、『中国 21：特集 中国農業の基幹問題』、Vol.26、2007 年 1 月、愛知大学
現代中国学会編、82 ページ。 
96) 前者は、2005 年 4 月にユニデンの深圳工場で「会社が労働組合設立を阻止しようとしている」こ
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合計 725  472  279  228  42  9  141  13  17  43  16  34  23  22  
製造業 296  229  147  135  10  2  57  8  7  20  9  5  8  9  
注：その他はベトナム、カンボジア、ミャンマー、ラオス、ブルネイを指す。 
出所：経済産業省「第 48 回海外事業活動基本調査（2018 年 7 月調査）」より作成。 
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合計 341  186  59  41  9  9  104  5  10  25  10  25  29  12  
製造業 89  45  13  10  1  2  20  2  0  5  4  1  8  8  
注：その他はベトナム、カンボジア、ミャンマー、ラオス、ブルネイを指す。 






















































































 中国国家統計局が公表した 2009 年から 2018 年までの『農民工監調査測報告』をもとに、
農民工の規模、属性、待遇の変容を概観する。 
 １、二大デルタにおける農民工規模の変容 
 図 3-1 が珠江デルタと長江デルタ地域における農民工規模の変容を示している。 
 全体からみると、農民工総数は 2009 年から 2018 年にかけて、2 億 2978 万人から 2 億 8836
万人へ漸次増加していた。しかし、増加率は 2010 年の 5.4%から漸次減少し、2018 年はわず
か 0.6%であった。地域別からみると、2009 年まで珠江デルタで働く農民工は 3282 万人で








れる。また、2017 年から珠江デルタの農民工数は激しく減少し、2017 年は前年度より 0.9%
減少、2018 年は前年度より 3.9%、186 万人減少した。珠江デルタ農民工の減少に対して、
長江デルタにおいて、2017 年は前年度より 1.5%増加、2018 年は前年度より 1.2%、65 万人
増加した。しかし、長江デルタにで働く農民工数は増加していたが、増加率は漸次減少して
いた。 
 次に、図 3-2 製造業における農民工数の変容が示したように、製造業に就く農民工数の全
般業界農民工総数に占める割合が 2010 年から漸次減少し、2010 年の 36.7%から 2018 年の
27.9%まで減少した。また、製造業に就く農民工数においては、2010 年から 2015 年までの









2008 2009 2010 2011 2012 2013 2014 2015 2016 2017 2018
珠江デルタ農民工数 4236 3282 5065 5072 5199 4767 4722 4536 
長江デルタ農民工数 3054 2816 5810 5828 5937 5309 5387 5452 
全国農民工総数 22542 22978 24223 25278 26261 26894 27395 27747 28171 28652 28836 
珠江デルタ農民工数増加率 -22.5 3.0 0.1 2.5 -0.9 -3.9 
長江デルタ農民工数増加率 -7.8 4.7 0.3 1.9 1.5 1.2 


























 まず、図 3-3 農民工年齢の変容が示しているように、農民工の平均年齢は 2010 年の 35.5
歳から漸次増加し、2018 年までに 4.7 歳増加して 40.2 歳に達した。年齢層別からみると、
16〜25 歳の割合は 2009 年が最も高くて 41.6%を占め、26〜30 歳の割合は 2010 年が最も高
くて 35.9%を占めていた。2009 年において、30 歳以内の人数は 61.6%を占め、そのうち、20
代前半は 4 割を占めることが分かった。2009 年のデータは出稼ぎ農民工のみ公表していた
ので、2000 年代以前の出稼ぎ農民工の特徴は 30 歳以下、特に 20 代前半の若者が多いと言
える。2010 年から農民工全体のデータを公表するようになり、2010 年に 16〜25 歳の農民
工の割合が前年より 35.1%急減少し、6.5%しか占めなかった。それから漸次減少し、2018 年
までに 20 代前半の若者は 2.4%しかいなかった。26〜30 歳の割合において、2010 年が 35.9%
で前年度より 15.9%増加したが、2011 年から漸次減少して 2018 年は 25.2%まで減少した。
そして、30 代以上の農民工の割合は 2010 年から漸次増加し、2010 年に 57.6%で 5 割、2011
年に 6 割、2017 年に 7 割を超え、2018 年は 72.4%を占めていた。そのうち、31〜40 歳の割
合は増加と減少の傾向が繰り返していたが、2 割程度を保ちていた。41〜50 歳の割合は 2016
年まで漸次増加していたが、2017 年から漸次減少の傾向がある。51 歳以上の割合は 2010 年
の 1 割から 2018 年の 2 割まで漸次増加していた。 
 次に、図 3-4 農民工の学歴の変容が示しているように、2009 年から 2018 年にかけて、中
学卒業学歴を有する農民工の割合は一番大きく占めている。しかし、中学校卒業の割合は漸
次減少の傾向をしていた。中学卒業の割合の漸次減少に対して、高校卒業以上の割合が 2015
2009 2010 2011 2012 2013 2014 2015 2016 2017 2018
製造業農民工数 8889 9100 9375 8444 8574 8629 8592 8566 8045
全般業界農民工総数 22978 24223 25278 26261 26894 27395 27747 28171 28652 28836

























年の 25.2%から 2018 年の 27.5%まで漸次増加した。そのうち、高校卒業の割合は近年、減少
の傾向が呈しているが、短期大学以上の割合は 2015 年から年々増加し、2018 年に 10.9%ま
で増加した。また、小学校卒業と学歴なしの割合は 2013 年まで漸次増加して頂点の 16.6%
に達していたが、2014 年に大幅に 11.4%までに減少した。そして、2015 年に 15.1%まで増加




と 30 代の割合が年々減少し、30 代以上の農民工は年々増加して 7 割以上を占めている。40












2009 2010 2011 2012 2013 2014 2015 2016 2017 2018
16〜25歳 41.6 6.5 6.3 4.9 4.7 3.5 3.7 3.3 2.6 2.4
26〜30歳 20.0 35.9 32.7 31.9 30.8 30.2 29.2 28.6 27.3 25.2
31〜40歳 22.3 23.5 22.7 22.5 22.9 22.8 22.3 22.0 22.5 24.5
41〜50歳 11.9 21.2 24.0 25.6 26.4 26.4 26.9 27.0 26.3 25.5
51歳以上 4.2 12.9 14.3 15.1 15.2 17.1 17.9 19.1 21.3 22.4




























 図 3-5 が示したように、農民工の月給について、製造業に就く農民工の平均給料は 2009
年の 1331 元から 2018 年 3732 元まで上昇した。全般業界に就く農民工の平均給料は 2009
年 1417 元から 2018 年 3721 元まで上昇した。製造業の平均賃金は 2009 年から 2015 年まで
に全般業界の平均賃金と平行状態で持続上昇していたが、2015 年から 2016 年までは幅大き
く下回っていた。そして、2017 年に全般業界に近づき、2018 年に初めて全般業界を上回る
ようになってきた。増加率からみると、2012 年までは製造業の平均賃金の増加率は全般業
界と同じような動きをしていたが、2012 年から 2013 年までに急増加、2013 年から 2015 年
まで急減少、2015 年以降は増加と減少の繰り返しをしていた。製造業平均賃金の増加率の
不安定に対して、全般業界は 2013 年から 2014 年までには急減少したが、2015 年以降は穏
やかな変化で漸次減少していた。 
 製造業の平均賃金の変化と図 3-2 製造業に就く農民工数の変化を合わせてみると、2012
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        表 1 二大デルタにおける農民工数の変容      単位：万人、％ 
年 2008 2009 2010 2011 2012 2013 2014 2015 2016 2017 2018 
珠江デルタ農民工数 4236 3282  5065  5072  5199        4767  4722  4536  
珠江デルタ農民工数増加率   -22.5  3.0  0.1  2.5          -0.9  -3.9  
長江デルタ農民工数 3054 2816  5810  5828  5937        5309  5387  5452  
長江デルタ農民工数増加率   -7.8  4.7  0.3  1.9          1.5  1.2  
全国農民工総数 22542 22978  24223  25278  26261  26894  27395  27747  28171  28652  28836  
全国農民工総数の増加率   3.5  5.4  4.4  3.9  2.4  1.9  1.3  1.5  1.7  0.6  
注：2013〜2016 年の珠江デルタおよび長江デルタで就業している農民工の人数が公表されていな 






























全般業界平均月給 1340 1417 1690 2049 2209 2609 2864 3072 3572 3485 3721
製造業の月給 1264 1331 1582 1920 2130 2537 2832 2970 3233 3444 3732
全般業界平均月給の増加率 5.7 19.3 21.2 11.8 13.9 9.8 7.2 6.6 6.4 6.8


















  表 2 製造業における農民工数の変容 単位：万人、％ 
年 2009 2010 2011 2012 2013 2014 2015 2016 2017 2018 
製造業農民工数   8889 9100 9375 8444 8574 8629 8592 8566 8045 
全般業界農民工総数 22978 24223 25278 26261 26894 27395 27747 28171 28652  28836  
製造業／全般業界の割合   36.7 36.0 35.7 31.4 31.3 31.1 30.5 29.9 27.9 
注：2009 年製造業に就く農民工数は、出稼ぎ農民工数（5682 万人）のみを公表している。 
出所：国家統計局『農民工監測調査報告』（2009〜2018 年各年版）より計算して作成。 
 
   表 3 農民工の年齢の変容 単位：％ 
年 2009 2010 2011 2012 2013 2014 2015 2016 2017 2018 
平均年齢   35.5 36.0 37.3 37.8 38.3 38.6 39.0 39.7 40.2 
16〜25 歳 41.6 6.5 6.3 4.9 4.7 3.5 3.7 3.3 2.6 2.4 
26〜30 歳 20.0  35.9 32.7 31.9 30.8 30.2 29.2 28.6 27.3 25.2 
31〜40 歳 22.3 23.5 22.7 22.5 22.9 22.8 22.3 22.0 22.5 24.5 
41〜50 歳 11.9 21.2 24.0 25.6 26.4 26.4 26.9 27.0 26.3 25.5 
51 歳以上 4.2 12.9 14.3 15.1 15.2 17.1 17.9 19.1 21.3 22.4 
注：2009 年は出稼ぎ農民工の年齢を公表し、2010 年から全体農民工の年齢を公表している。 
出所：国家統計局『農民工監測調査報告』（2009〜2018 年各年版）より作成。 
 
   表 4 農民工の学歴の変容 単位：％ 
年 2009 2010 2011 2012 2013 2014 2015 2016 2017 2018 
学歴なし 1.1 1.3 1.5 1.5 1.2 0.9 1.1 1.0 1.0 1.2 
小学校 10.6 12.3 14.4 14.3 15.4 11.5 14.0 13.2 13.0 15.5 
中学校 64.8 61.2 61.1 60.5 60.6 61.6 59.7 59.4 58.6 55.8 
高校 13.1 15.0 13.2 13.3 16.1 16.7 16.9 17.0 17.1 16.6 
短期大学以上 10.4 10.2 9.8 10.4 6.7 9.3 8.3 9.4 10.3 10.9 
出所：国家統計局『農民工監測調査報告』（2009〜2018 年各年版）より作成。 
 
      表 5 農民工の給料の変容 単位：元、％ 
年 2008 2009 2010 2011 2012 2013 2014 2015 2016 2017 2018 
全般業界平均月給 1340 1417 1690 2049 2209 2609 2864 3072 3572 3485 3721 
製造業の月給 1264 1331 1582 1920 2130 2537 2832 2970 3233 3444 3732 
製造業平均月給の増加率 
 
5.3 18.9 21.4 10.9 19.1 11.6 4.9 8.9 6.5 8.4 
全般業界平均月給の増加率 
 









Ⅱ 2003 年の工場調査を行った日系企業の雇用関係および労働者の就業実態 
 １、データの説明 
 2003 年の工場調査データは 2000〜2005 年に調査された「珠江デルタの出稼ぎ労働者の意
識と行動」のデータの一部である。このデータは加藤光一教授が（松山大学経済学部）2000







を当て、2003 年 8 月下旬から 9 月上旬にかけて調査を行った３社（C 光学廠、T 電器製品
廠、N 工機工廠）を分析対象とした。そのうち、アンケート調査のサンプル数は C 光学廠
1584 枚、T 電器製品廠 535 枚、N 工機工廠 347 枚、合計 2466 枚である。 
 ２、3 社の企業概要 
 C 光学廠は、上諏訪に本社を置くガラスレンズ・プラスチックレンズ、光学組立ユニット、
プラスチック射出成形部品メーカーC 株式会社の海外生産拠点であり、広東省東莞市長安鎮
に位置する。2001 年 10 月に C 株式会社香港法人の工場として委託生産契約により操業を開
始した。T 電器製品廠は、岡谷市に本社を置くソレノイド専門メーカーT 株式会社の海外生
産拠点であり、広東省東莞市厚街鎮に位置する。日本国内での主要製品は自動車関連・生産
機器であり、海外では音響・OA 機器用ソレノイドが主要な製品となっている。1994 年 7 月
に T 株式会社香港法人の工場として委託生産契約により操業を開始した。N 工機工廠は、茅
野市に本社を置くプラスチック成形品、プラスチックレンズメーカーN 株式会社の海外生産




表 3-1  C 光学廠・T 電器製品廠・N 工機工廠の企業概要 
工場名 C 光学廠 T 電器製品廠 N 工機工廠 
設立年 2001 年 1994 年 1995 年 








生産方式 委託生産 委託生産 委託生産 
従業員数 約 1700 名 約 600 名 約 400 名 
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  ３、３社における従業員構成と労務管理 
 （１）従業員の構成および雇用形態 
 表 3-2 が示しているように、C 光学廠の従業員構成について、職階区分で「生産職」、「事
務職」、「管理職」の 3 つのグループに分けられ、以下の特徴が明らかになった。①女性従業
員人数は全体の 1,584 人の 8 割以上を占めている。女性の人数は 1,327 名であり、男性は






社員は 3 割程度を占める。男女比率からみると、あまり差異が現れていない。 
  
表 3-2 3 社における従業員の構成および雇用形態 
工場名 C 光学廠 T 電器製品廠 N 工機工廠 
従業員数 約 1700 名 約 600 名 約 400 名 
 男性 女性 合計 男性 女性 合計 男性 女性 合計 
 人 人 人 人 人 人 人 人 人 
 ％ ％ ％ ％ ％ ％ ％ ％ ％ 























































雇用形態    




























































































      筆者計算して作成。 
 
 T 電器製品廠の従業員構成において、①女性従業員が圧倒的に多く、男性が女性の約 10
分の 1 となっている。②「生産職」、生産ラインで働くワーカーの人数は 456 人であり、全
体の 85.23%を占めている。残りの１割以上は「事務職」・「管理職」の技術者、スタッフで









 N 工機工廠では調査が行った時点で約 400 名従業員が働いており、そのうち 347 枚のアン
ケートシートを回収することができた。表 3-2 をみると、①女性従業員の人数が 201 名、男
性従業員が 142 名である。女性の割合が男性より多いが、前掲 C 光学廠の 8 割と T 電器製
品廠の 9 割ほどではない。②職種は圧倒的に「生産職」が多く、全体の 83%を占めている。
「事務職」と「管理職」が合わせて 2 割弱である。次に、③雇用形態からみると、8 割以上
の従業員は「常雇い」の身分（正規雇用）として雇われている。残りの非正規雇用労働者の














 N 工機工廠における従業員の募集は、一般ワーカーの場合では、年齢に対する要求は 18






 C 光学廠の勤務形態は二交代制である。勤務時間は①8 時から 20 時までであり、そのう
ち 3 時間程度の残業が含まれている。②夜勤 20 時から次の日朝 8 時までであり、そのうち
3 時間程度の残業が含まれている。年中 360 日程度、一日約 12 時間働き、休日はほとんど
ない。最低賃金（試用期間の給料）が不明であるが、待遇面においては、従業員向けの宿舎





屋 10 人まで増やした。 
 T 電器製品廠の勤務時間は 7 時 50 分から 17 時までであるが、18 時から基本は 2 時間の
残業、繁忙期では 4 時間の残業がある。ワーカーの平均賃金は月 800 元で、諸手当が含まれ
ている。ただし、3 ヶ月の試用期間内では、最低賃金が月 300 元であるが、諸手当を加える
と毎月の給料が平均 500 元になる。なお、諸手当とボーナスが設定されている。諸手当は、
基本給、皆勤手当、職務手当、職能手当などで構成された。ボーナスは、旧正月前にボーナ
スを支給し、中秋節100に 0.5 ヶ月分の給料をプラスして支給する。 
 N 工機工廠の勤務形態は 2 交代制である。①8 時から 17 時である。18 時から２時間ほど
残業する。②20 時から翌日 6 時までである。また、日曜日は休日であり、土曜日は半日出
勤するが、残りは残業になる。休日出勤を含めて月に 80 時間を残業することが決まってい




表 3-3 3 社における雇用関係と労務管理 
工場名 C 光学廠 T 電器製品廠 N 工機工廠 
採用条件    
ワーカー 
中学校卒業者、両目裸眼
視力で 1.5 以上 中卒以上、健康である
こと。学科・実技の試
験あり。 
年齢 18〜23 歳、視力 3.0

























（残業 2〜4 時間） 




月 300 元＋α 
＝月 500 元 
月 450 元 
 ４、３社における出稼ぎ労働者の属性と特徴 
 表 3-4 は調査企業における出稼ぎ労働者の属性と特徴を性別、平均年齢、学歴、出身地、
戸籍別に分けて考察する。 
 まず、従業員の男女比率と平均年齢に関しては、女性労働力が圧倒的に多く、女性従業員
の平均年齢は男性より低いことが明らかになった。C 光学廠は男性の従業員が 246 名、女性
                                                 
100) 中秋節：旧暦の 8 月 15 日に月を祭る日であり、旧正月・端午節とともに三大節として重視され
る。 
101) 2003 年広東省東莞市の最低賃金は 450 元であった。『広東省人民政府関与調整我省企業職工最
低 工 資 標 準 的 通 知 』、 ( 粤 府 ) ［ 2002 ］ 381 号 。 広 東 省 人 力 資 源 和 社 会 保 障 庁 、
http://www.gdhrss.gov.cn/rsgl/13297.jhtml、2002 年 11 月 12 日公表。 
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が 1327 名で、それぞれ全体の 15.53%と 83.78%を占める。T 電器製品廠は男性が 49 名、女
性が 486 名で、全体の 9.16%と 90.84%を占める。N 工機工廠は男性 142 名で 40.92%を占め、
女性が 201 名で 57.93%を占めている。平均年齢は、３社従業員の平均年齢はそれぞれ 19.2
歳、21.1 歳、22.8 歳となっており、20 歳前後である。 
 
表 3-4 3 社における出稼ぎ労働者の性格と特徴 
工場名 C 光学廠 T 電器製品廠 N 工機工廠 
 男性 女性 合計 男性 女性 合計 男性 女性 合計 
 人 人 人 人 人 人 人 人 人 
 ％ ％ ％ ％ ％ ％ ％ ％ ％ 


















平均年齢(歳) 21.4 18.8 19.2 27.6 20.4 21.1 24.2 21.9 22.8 












































































































































































































































戸 籍    
























































   筆者計算して作成。 
 
 次に、従業員の学歴については、3 社とも中学卒業以上を有する従業員は主な労働力で
ある。そのうち、C 光学廠と T 電器製品廠は中学卒業の従業員の割合いが一番多い。N 工
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機工廠は高校卒業の従業員が一番多い。3 社における中学校卒業の従業員は 753 名、371
名と 93 名であり、各工場全体の 5 割弱、7 割弱と 3 割弱を占めている。N 工機工廠の従業
員は学歴が前掲 2 社より高く、中学校卒業より高い学歴を持つ従業員は全体の 7 割を占め
る。そのうち、専門学校卒業が 95 名で 3 割弱、高校卒業が 114 名で 3 割強、大学卒業は
31 名で 9 割弱であった。 
 また、出身地と戸籍に関しては、従業員の多くが農村戸籍を有する広東省省外から来た出
稼ぎ労働者であることが明らかになった。C 光学廠と T 電器製品廠では広東省省外出身の従
業員は 9 割以上を占め、農村戸籍を有するのは 8 割以上を占めている。N 工機工廠において
は、広東省省外出身は８割以上で、農村戸籍は 7 割近くである。また、出稼ぎ労働者の出身
地としては、湖南省、江西省、四川省、広西省が多いと示されている。ここで注意するべき










 3 社における出稼ぎ労働者の就業実態については、表 3-5 が示しているように、前職経歴
と現職の勤務状況の 2 つの側面から考察した。 
「前職の所在地」については、サンプル全体からみると、「広東省外」と答えた人数が多い。





番目になっている。「学生」と「私営企業」の 2 つの答えを合わせて、全体の 65%以上を占
める。 
 次に、現職の勤務状況において、C 光学廠は、「勤続期間」は１年未満の人が 7 割以上を
占め、そのうち「3 ヶ月未満」が一番多い。T 電器製品廠と N 工機工廠は「1 年〜2 年」の答
えが一番多く、2 年未満の人が 6 割以上を占めている。以上からみると、労働者に関する工
場への定着率が低く、ほとんど 2 年以内であることが明らかになった。 
 また、労働条件からみると、労働時間については、C 光学廠は毎日ほぼ 12 時間程度、T 電
器製品廠は 11〜13 時間、N 工機工廠は約 11 時間となり、全て 10 時間以上長時間労働であ





ほとんど 2 年以内である。 
 
表 3-5 3 社における出稼ぎ労働者の就業状態 
工場名 C 光学廠 T 電器製品廠 N 工機工廠 
 男性 女性 合計 男性 女性 合計 男性 女性 合計 
 人 人 人 人 人 人 人 人 人 


























































































































































































































































































































































平均給料(元)          
月 859 548 595 2488 879 1024 1433 730 1014 
    年 9901 5597 6195 29488 12165 12165 16078 8470 1168 
注：サンプル数の合計には不完全な回答も含んでいるために必ずしも一致しない。 
出所：「中国・華南経済圏の労働者の就業構造と意識に関するアンケート調査（2003）」より筆 
   者計算して作成。 
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Ⅲ 2017 年に行った H 電子（深圳）有限公司に対する企業実態調査 









 H 電子（深圳）有限公司は、1999 年に香港にて H 電子（香港）会社と深圳市来料加工工場
を設立し、事務所を香港に置き、深圳工場で電子部品の来料加工を稼働し始めた。現工場は
2007 年に設立され、温度ヒューズとサーモスタットの委託加工を行っている。商品調達率
においては、海外調達は 80%、現地調達は 20%である。海外向けのうち、日本向けは 90%、
シンガポール向けは 10%である。また、現地調達では、日系企業は 75%で、ローカル企業は
25%を占める（表 3-6）。 
 会社組織において、図 3-1 のように、董事長（取締役）、工場長、経営管理職および五つ
の部門（営業部、管理部、製造部、品質部、工程部）に分かれている。管理部では総務、税
関、仕入れ、PMC、経理、倉庫が置かれている。製造部では、温度ヒューズとサーモスタッ
トの 2 つに分けられ、また、それぞれ細かく工程別に製造と検査等に分けられている。 
 該当会社は 100 名の従業員を雇用しており、そのうち、日本人スタッフは董事長と営業部
部長の 2 名である。工場長は 2011 年から 2014 年まで 3 年間日本の大学院に留学経験を持
つ現地採用の中国人スタッフである。留学前にすでに日系工場管理の経験があり、留学と前
職の経験を生かし、調査の現時点で該当会社で工場長に就いて 3 年目になる。 
 
表 3-6  H 電子（深圳）有限公司概要 





海外 80%（日本 90%、シンガポール 10%） 
現地 20%（日系企業 75%、ローカル企業 25%） 
従業員数 100 名（うち日本人スタッフ 2 名） 










 従業員の構成は、事務・管理職 24 名と生産職 76 名から構成される。生産職 76 名の従業
員のうち、男性が 5 名、女性が 71 名である。2003 年の工場調査データと変わらず、女性が
工場の主要な労働力を担っている。しかし、表 3-7 が示しているように、ワーカーの年齢を
みると、30〜40 歳の労働者が 36 名で、一番多くなっており、続いて 26〜30 歳が多く、女
性 19 名と男性 2 名となっている。25 歳以下の労働者は女性 7 名と男性 3 名で、合わせて 10




 採用基準については、ワーカーの場合は、年齢が 18〜35 歳の間であり、健康診断書と視
力に一定の要求がされている。技術は求められず、採用してからトレーニングをする。試用
期間は 2 ヶ月であるが、不適切な人は他の職位に回すようにしているので、試用期間の後の
不採用は特にない。勤務制度は交代制ではなく、午前中 8 時から 12 時までと午後 13 時か
ら 17 時半まで、合わせて 8.5 時間の基本労働時間になるが、18 時から 22 時までは 4 時間









































ワーカーは光熱費等の料金を含めて月 60 元の家賃が収める。4 人部屋になるが、定員にな
らずに 2、3 人で住む状態になっている。総務課スタッフの話によると、既婚者が多いが、
宿舎の環境と設備があまり整えられていないので、宿舎を利用する従業員は少ない。多くの
従業員は工場の近くで 100〜200 元の安いワンルームのアパートやマンションを借りる。 
 
表 3-7  H 電子（深圳）有限公司における従業員構成と労務管理 
職種  
事務・管理職 24 名 
生産職 76 名 
男性 
5 名 
20〜25 歳：3 名 
26〜30 歳：2 名 
女性 
71 名 
20 歳未満：4 名 
20〜25 歳：7 名 
26〜30 歳：19 名（既婚） 
30〜40 歳：36 名（既婚） 
40 歳以上：5 名（既婚） 
雇用形態  
正規雇用 100 名 
臨 時・パート 0 名 
派遣 0 名 
その他 0 名 
採用基準  
ワーカー 18-35 歳、視力・健康診断書の要求あり 
スタッフ 不明 
労働条件 
基本 8:00〜12:00 と 13:00〜17:30 
残業 18:00〜22:00 
給与構成 基本金＋残業代＋諸手当＋ボーナス 
平均賃金   
ワーカー 月 4,500 元 
スタッフ 月 6,000 元 
出所：2017 年 3 月の実態調査（ヒアリング）より筆者作成。 
 
 ３、労働者の属性と特徴 
 表 3-8 は職種別に従業員の平均年齢、学歴、出身地、戸籍し示し、H 社における従業員の
属性と特徴を示している。平均年齢は、全体から見ると 29.6 歳になっている。職種別に見
ると、生産職が一番高くて 31.1 歳になっており、二番目は管理職の 30.5 歳であり、3 番目
は事務職の 28.0 歳である。従業員の学歴について、中学校卒業の学歴を有する従業員は 33
名であり、全体の 7 割を占める。中学校卒業より高い学歴を持つ従業員は 11 名であり、そ
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のうち、専門学校卒業は 3 名、高校卒業は 8 名、大学卒業は 1 名である。残りの 2 名は小学
校卒業の学歴を持つ生産職に就く従業員である。次に、労働者の出身について、広東省出身
の従業員は 3 名である。広東省以外の省出身の従業員は 44 名であり、そのうち、広西省出
身の従業員は 18 名、湖南省は 11 名、四川省は 7 名である。戸籍に関しては、47 名のうち





表 3-8  H 電子（深圳）有限公司における労働者の属性と特徴 
 生産職 事務職 管理職 合計 
平均年齢(歳) 31.1 28.0 30.5 29.6 
学 歴     
小学校 2 0 0 2 
中学校 32 0 1 33 
専門学校 3 0 0 3 
高校 5 2 1 8 
大学 0 1 0 1 
出身地     
広東省 2 1 0 3 
広西省 16 1 1 18 
湖南省 10 1 0 11 
福建省 2 0 0 2 
江西省 1 0 0 1 
貴州省 2 0 0 2 
四川省 6 0 1 7 
河南省 3 0 0 3 
戸 籍     
農 村 41 3 2 46 
都 市 1 0 0 1 
サンプル数 42 3 2 47 
出所：2017 年 3 月の実態調査（アンケート）より筆者集計して作成。 
 
 ４、労働者の労働実態 
 表 3-9 は前職の経歴と現職の労働状態の 2 つの側面から労働実態を示している。 
 まず、前職の経歴について、回収した 47 枚のサンプルのうち、2 名の従業員は「学生」
と回答、1 名が「農民」と回答した以外、44 名の従業員は転職経験を持っていると回答し
た。前職の所在地において、「広東省内」と答えた人数が多く、31 名で全体の 7 弱を占めて
いる。前職の企業形態において、「私営企業」であるという答えが一番多く、続いて「国有
企業」が二番目になっている。4 名の従業員は前職の企業形態を「外資系企業」と答え、そ
のうち、3 名が「日系企業」、1 名が「アメリカ系企業」と答えた。 
 次に、現職の勤続期間について、1 年以上働いた従業員は 32 名であり、全体の 7 割を占
めている。2 年以上働いた従業員は 25 名であり、5 割強を占めている。そのうち、「2〜3 年」
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という答えが一番多く 12 名であり、「3〜5 年」と「6 ヶ月〜1 年」は 2 番目で、同じく 7 名
であった。6 ヶ月未満の従業員は 8 名、そのうち、3 ヶ月未満は 4 名しかいなかった。 
 また、勤務時間において、毎日の労働時間は基本労働時間の 8.5 時間と残業時間の 4 時
間を合わせた 12.5 時間である。毎月の平均基本労働時間は 173.5 時間であるが、生産職は
178.7 で事務職と管理職より若干多い。毎月の平均残業時間は 76.2 時間であるが、生産職
が一番多くて 84.9 時間である。平均賃金において、全職種の平均賃金は 4,715 元である。
職種別から見ると、生産職が一番低くて 3,978 元、管理職が一番高くて 4,715 元、事務職が
4,667 元であった。 
 
表 3-9 H 電子（深圳）有限公司における労働者の労働実態 
 生産職 事務職 管理職 合計 
前職の所在地     
広東省内 28 2 1 31 
広東省外 8 0 0 8 
不明 6 1 1 8 
以前の職業     
国有企業 6 0 0 6 
私営企業 15 0 1 16 
香港系企業 4 0 0 4 
台湾系企業 2 0 1 3 
外資系企業 3 1 0 4 
農民 1 0 0 1 
学生 2 0 0 2 
失業者 3 0 0 3 
その他 4 1 0 5 
不明 2 1 0 3 
現職の勤続期間     
3 ヶ月未満 4 0 0 4 
3-6 ヶ月 4 0 0 4 
6 ヶ月-1 年 7 0 0 7 
1-2 年 6 1 0 7 
2-3 年 11 1 0 12 
3-5 年 6 1 0 7 
5 年以上 3 0 2 5 
不明 1 0 0 1 
サンプル数 42 3 2 47 
平均勤務時間（時間）     
基本労働時間     
１日 8.5 8.5 8.5 8.5 
１ヶ月 178.7 174.7 167.0 173.5 
残業時間     
１日 4.0 4.0 4.0 4.0 
１ヶ月 84.9 71.3 72.5 76.2 
毎月の平均賃金(元) 3978 4667 5500 4715 






 労働者の意識状態を就職意識、満足度、仕事で困っていることの 3 つの項目に分けている
（表 3-10）。 
 就職意識において、就職の理由は「友人がいた」と答えた従業員が一番多く 18 名であり、
全体の 4 割弱を占める。「給料が高い」と答えた従業員はわずか 4 名しかいなかった。就職





 現職に対する満足度において、満足している従業員は 27 名であり、全体の 6 割弱を占め
ている。「良い仕事があれば変わりたい」と答えた従業員が 6 名であり、「すぐ辞めたいが辞
められない」従業員は 1 名しかいなかった。仕事で困っていることについて、「給料が少な
い」と答えた従業員が一番多くて 38 名であり、全体の 8 割強を占めている。「残業が多い」
ことに困っている従業員が 4 名、「人間関係」に困っている従業員が 1 名であった。 
 
表 3-10 H 電子（深圳）有限公司における労働者の意識状態 
 生産職 事務職 管理職 合計 
就職意識     
 就職理由     
給料が高い 2 2 0 4 
友人がいた 18 0 0 18 
その他 13 1 1 15 
不明 9 0 1 10 
 就職経路     
友人・知人紹介 20 1 0 21 
インターネット 1 1 0 2 
人材会社 0 0 1 1 
派遣会社 0 0 0 0 
その他 15 1 1 17 
不明 6 0 0 6 
現職の満足度     
満足している 24 2 1 27 
良い仕事があれ 
ば変わりたい 
6 0 0 6 
すぐ辞めたい 
が辞められない 
1 0 0 1 
その他 3 1 0 4 
不明 8 0 1 9 
困っていること     
人間関係 1 0 0 1 
給料が少ない 37 0 1 38 
残業が多い 1 3 0 4 
その他 2 0 1 3 
不明 1 0 0 1 
サンプル数 42 3 2 47 
出所：2017 年 3 月の実態調査（アンケート）より筆者集計して作成。 
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Ⅳ 若干の総括 





 出稼ぎ労働者の属性と特徴の変化において、以下の 5 点が明らかになった。 
 ①労働者の平均年齢が 8.6 歳上昇した。30 歳以上の既婚労働者が全体の半分以上を占め
ている。従業員の平均年齢についていうと、2003 年 3 社の平均年齢はそれぞれ 19.2 歳、
21.1 歳、22.8 歳であり、合わせて全体の平均年齢が 21.0 歳になる。2017 年 H 電子廠の従




見られなかった。従業員の出身地と戸籍において、2003 年 3 社では、広東省省外出身は８
割〜9 割強で、農村戸籍は 7 割弱〜9 割弱であった。労働者は湖南省、江西省、四川省、広
西省の近辺省より省を跨いで出稼ぎに来る傾向が強かった。2017 年 H 電子廠では、広東省




多く、特に高校卒業の割合が上昇している。従業員の学歴について、2003 年 3 社の中学校
卒業以上の学歴を有する従業員の割合がそれぞれ 97.67%、98.51%、95.96%であるのに対し、
2017 年 H 電子廠は 95.74%であまり差異が見られない。しかし、高校卒業以上の学歴の割合




業形態、現職の勤続期間も変化がある。2003 年に調査した 3 社の 5〜7 割の従業員が前職所
在地は広東省外であり、7 割の従業員が前職の職業は学生または私営企業であり、広東省外
からきた学生の割合が高かった。2017 年 H 電廠では、7 割弱の従業員の前職所在地は広東
省内である。前職の職業は私営企業が 3 割強、三資企業は 2 割強、国有企業が 1 割強であ
り、学生は 2 人しかいなかった。 
 ⑤定着率が高くなり、勤続期間も以前より 1 年ほど長くなった。現職の勤続期間におい
て、2003 年の 3 社とも労働者の定着率が低く、勤続期間がほとんど 2 年以内である。特に
C 光学廠は 3 ヶ月未満の従業員が全体の 3 割強であった。それに対して、2017 年の H 電子
廠は 5 割以上の従業員が 2 年以上勤続している。 
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従業員構成（%）       
男 15.53 9.16 40.92 6.58 
            女 83.76 90.84 57.93 93.42 
正規雇用 62.63 97.38 87.32 100.00 
非正規雇用 32.76 1.68 7.78 0.00 
平均年齢（歳） 19.2 21.1 22.8 29.6 
学歴（%）     
中卒以上 97.67 98.51 95.96 95.74 
高卒以上 8.57 17.76 41.78 19.15 
出身地（%）     
広東省 2.40 4.49 11.24 6.38 
湖南省 23.93 23.74 17.58 23.40 
江西省 3.09 11.40 14.70 2.13 
四川省 4.92 9.34 7.20 14.89 
広西省 3.79 5.23 3.46 38.30 
福建省 0.32 0.19 0.29 4.26 
その他 61.16 57.01 59.95 10.64 
農村戸籍（%） 86.74 87.29 69.74 97.87 
従業員構成（%）       
性別      男 15.53 9.16 40.92 6.58 
            女 83.76 90.84 57.93 93.42 
形態別  正規雇用 62.63 97.38 87.32 100.00 










ワーカー採用基準     
年齢制限 なし なし 18〜23 歳 18〜35 歳 
視力要求 両目裸眼 1.5〜 なし 3.0〜4.0 視力が良い 
健康状況 なし 健康診断書 なし 健康診断書 
学  歴 中卒 中卒 なし 中卒 

























毎月平均給料 (元) 595  1,024  1,014  4,715  
出所：中国・華南経済圏の労働者の就業構造と意識に関するアンケート調査（2003）、2017 年 2 月 











が、狭く不潔な部屋がほとんどであった。2003 年の C 光学廠は従業員向けの宿舎を提供し、
最初は 6〜8 人であったが、工場の急激な拡大とともに、従業員が増加し、一部屋 10 人まで
増やした。また、彼らは長時間労働で毎日 10〜12 時間、毎週 7 日働いていた。C 光学廠は
一日約 12 時間、年間 360 日程度で働き、休日はほとんどない。N 工機工廠は土曜日の半日、
日曜日の 1 日が休みになる。毎日 12 時間働く以外に、休日出勤を含めて毎月 80 時間の残
業時間を決めている。長時間労働に対して賃金が極めて低い。2003 年広東省の最低賃金は
毎月 450 元であったが、C 光学廠の平均賃金は 595 元しかなかった。T 電器製品廠の最低賃
金は３ヶ月の試用期間の毎月 300 元であるが、諸手当を加えると毎月の給料は平均 500 元
になる。N 工機工廠の最低賃金は３ヶ月の試用期間の毎月 450 元である。しかし、アンケー







通して、①労働力不足、②賃金の上昇が実証された。①労働力不足。2017 年調査した H 電
子廠は従業員紹介と人材市場を通して従業員を募集し、従業員紹介の割合が 4 割強であっ
た。労働力が不足しているので、2003 年に調査した T 電器製品廠と N 工機工廠は工場のよ
うに、工場の門前に募集案内を貼っても人が集まれなくなっている。②賃金の上昇。H 電子
廠の平均賃金は該当地域最低賃金の 2 倍以上、民営企業の平均賃金水準より上回っていた。
2017 年の深圳市の最低賃金は毎月 2,030 元102、民営企業の平均賃金は 4,285.25 元103であっ








                                                 
102) 「2017 年深圳最低工資標準」、深圳社保網、2017 年 4 月 10 日、https://shenzhen.chashebao.
com/wenti/17340.html 






































                                                 
104）それに対して、2003 年実態調査の対象であった N 工機工廠においては、採用基準の一つとし
て、ワーカーの年齢に対する制限が設定されたが、当時は 18〜23 歳であった。中国の農村社会の影
響で、出稼ぎ労働者、特に女性農民工は 2、3 年間出稼ぎ生活をしてから故郷に帰って結婚する傾向




























企業に焦点を当て、2017 年 7 月 30 日から 8 月 10 日にかけて、現地調査を実施した３社を
分析対象とした105。調査はヒアリング調査とアンケート調査の 2 つに分け、ヒアリング調査
の対象は蘇州 D 工業有限公司、蘇州 M 光学有限公司、蘇州 Y 金属製品有限公司であり、アン
ケート調査の対象は前掲 3 社の従業員であった。クロス集計で用いるサンプルは表 4-1 の
ように、①蘇州 D 工業有限公司では 217 名の従業員が働いており、そのうち 172 枚のアン
ケートシートを回収することができた。さらにそのうちの 41 枚は派遣労働者に該当する。
②蘇州 M 光学有限公司では約 60 名の従業員が働いており、そのうち 48 枚のアンケートシ
ートを回収することができた。さらにそのうちの 20 枚は派遣労働者に該当する。③蘇州 Y
金属製品有限公司では 46 名の従業員が働いており、そのうち 21 枚のアンケートシートを
回収することができた。さらにそのうちの 3 枚は派遣労働者に該当する。また、本章はデー
                                                 






表 4-1 3 社における従業員の構成および雇用形態（回収サンプル全体） 
会社名 蘇州 D 工業有限公司 蘇州 M 光学有限公司 蘇州 Y 金属製品有限公司 
 男性 女性 合計 男性 女性 合計 男性 女性 合計 
従業員構成(人) 
(％) 



















































































































































































 １、蘇州 D 工業有限公司 
 蘇州 D 工業有限公司は、東京に本社を置く F 工機株式会社とその中国にある子会社の蘇
州 F 工機有限公司が共同出資で、蘇州市呉中区に設立された孫会社である。出資金について




 蘇州 D 工業有限公司では 217 名の従業員が働いており、そのうち正社員が 158 名、派遣
社員が 82 名いる。また、派遣社員のうち、学生臨時工10620 名が含まれている。 
 従業員の全体構成については、職種区分で「生産職」、「事務職」、「管理職」の 3 つのグル
ープに分けられ、以下の特徴が明らかになった。①女性労働力は男性の 2 倍であり、全体の
                                                 
106) 繁忙期の労働力不足に対する補充策として、地場の人力資源会社から学生アルバイトを雇用す
る。夏休み工は 6 月末から 8 月末まで、冬休み工は旧正月前１ヶ月から旧正月直後まで雇用する。 
 83 






れる。正規雇用の社員は 6 割以上を占め、非正規雇用の社員は 3 割程度を占める。また、非
正規雇用のうち、7 割は派遣社員であり、残り 3 割弱は臨時工の学生工である。 
 
表 4-2  調査した 3 社の企業概要 
会社名 蘇州 D 工業有限公司 蘇州 M 光学有限公司 蘇州 Y 金属製品有限公司 
設立年 2003 年 2003 年 2005 年 





















生産方式 受注生産 受注生産 受注生産 
労働者    
人 数 217 人 60 人 46 人 
構 成 
正社員 158 人 
派遣社員(偽装請負込む) 82 人
(そのうち、学生臨時工 20 人) 
正社員 27 人 
派遣社員＝偽装請負 33 人 
正社員 28 人 
請負(偽装請負)13 人 
派遣社員 5 人 
派遣費用の支出
源 





















雇用コスト    









平 均 5400 元/月 5800 元/月 5600 元/月 







平 均 3558 元/月 3984 元/月 3900 元/月 
サンプル数 男性 女性 合計 男性 女性 合計 男性 女性 合計 
全 体 54 112 172 0 47 48 5 16 21 












 勤務形態は二交代制である。勤務時間は①8:30 から 20:30 までであり、そこに 2.5 時間
の残業、1 時間の昼休み、およびトイレ休憩の時間が含まれている。②夜勤は 20:30 から翌
朝 8:30 までであり、そこに 2.5 時間の残業、朝食休みなどの時間が含まれている。正社員
は食事手当てがあるが、派遣労働者の食事代は派遣会社の福利厚生に入る。 










 蘇州 D 工業有限公司は派遣労働者を非常に多く雇用している。派遣労働者の年齢は 20 代







 学生臨時工を除いた 62 名の派遣社員は、2 つの人材・派遣会社に依頼している。そのう
ちの 13 名は 2015 年から使用している人材会社から派遣される。残り 49 名は 2016 年から
                                                 
107) 調査を行った時点では、蘇州市の最低賃金は 1940 元/月であった。 




蘇州では、養老保険：個人 8%・会社 20%、医療保険：会社 9%・個人 2%、失業保険：会社 1.5%・個人














 会社では、派遣労働者は 1 年契約後に正社員に登用する規則があり、2016 年は 30 人を正
社員に登用した。正社員が多くなると、会社の固定費も高くなる。そのため、従業員の 20%
を固定すれば、生産現場の労働者は一定期間で、ある程度は辞めてもらいたいと考えている。 




 ２、蘇州 M 光学有限公司 
 蘇州 M 光学有限公司は、大阪に本社を置く M 工業株式会社と M・R 株式会社の共同出資で
作られた中国での生産工場である。M 工業株式会社光のセンサーと光ファイバーの生産拠点、
M・R 株式会社のロットレンズ事業生産部として、2003 年に蘇州に進出し操業を開始した。
前掲２社の受注生産を受けている（表 4-2 に参照）。 
 （１）従業員の構成および雇用形態 
 M 光学有限公司では 60 名の従業員が働いており、そのうち 48 枚のアンケートシートを回
収することができた。また、48 枚のうち、21 枚は派遣労働者に該当する。 
 まず、表 2 から従業員の構成をみると、①男女比率において、非常に差異が大きい。アン
ケートを回答した 48 名のうち、47 名は女性だった（残り 1 名は性別に関しては無回答だっ
た）。②生産職の従業員が多い。無回答の 1 名以外の 47 名はすべて生産職であった。 
 次に、雇用形態においては、①正社員の比率が 4 割であり。48 名のうち、21 名は正社員
で、残りの 27 名はすべて非正規雇用の臨時工と派遣社員である。②派遣社員は全体の 4 割
以上を占めている。 
 また、60 名の従業員のうち、5 名は管理職であり、55 名は生産職にいる。生産ラインに
いる 55 名のうち、①22 名の正社員がおり、残り 33 名はすべて派遣社員（偽装請負）であ








 正社員も派遣社員も雇用形態を問わず、勤務時間は 8:30 から 20:00 までであるが、2.5
時間の残業が含まれている。ただし、正社員の場合は、8 時間以降の勤務は残業に入る。派
遣労働者の契約は、労働時間では 1 日 2.5 時間残業込みの 10.5 時間にて労働契約を結んで
いるので、残業という概念はない。また、派遣社員の仕事内容は完全に雇用会社が決める。  





 正社員の雇用コストと離職率が高いので、2014 年 12 月から、派遣いわゆる偽装請負を使
用しはじめた。雇用コストは外注加工費として支出する。労務派遣を使う前の離職率は 8 割
以上だった。現在の離職者数は昨年 2016 年のただ 1 人だった。 
 派遣社員は正社員に登用できる。会社が欲しい人材であれば、契約後の半年から 9 ヶ月以
内に正社員に登用させることができる。昨年 2016 年の実績は 3 人であった。  
 派遣社員の配属と現場部署については表 4-3 の通りである。作業現場は切断、組立、研
磨、品質検査・梱包、出荷検査の 5 つの部署に分けられる。33 名の派遣労働者の配属に関
しては、一番重要な部署である品質検査・梱包には 1 名しか配属していないが、残り 22 名
は各部署に配属される。 
 雇用形態の比率からみると、派遣社員が 33 名であり、正社員の 22 名より比率が高く、従





表 4-3  M 光学有限公司における派遣社員の配属 
現場部処 派遣社員 正社員 合計（人） 
切 断 3 2 5 
組 立 18 12 30 
研 磨 4 3 7 
品質検査・梱包 1 5 6 
出荷検査 7 0 7 
合計（人） 33 22 55 
（注）作業現場には 5 つの部署がある。現場作業員は 22 名の正社員と 33 名の派遣社員、
合計 55 名の従業員がいる。ヒアリング調査から作成。 
 
                                                 
110) 調査を行った時点では、蘇州市の最低賃金は 1940 元/月であった。 
111) 当社の諸手当ては皆勤手当て、職能手当て、役職手当、住宅手当て、通勤手当てから構成さ
れ。 
112) 注 109 と同じ。 
113) ボーナスは給料 1 か月分であり、年 2 回の旧正月と中秋節に支給される。 
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 ３、蘇州 Y 金属製品有限公司 
 蘇州 Y 金属製品有限公司は、神奈川県に本社を置く Y 工業株式会社が独資で設立した海
外工場である。浙江省蘇州市に位置し、各種バネ/ブレス/組立/ハーネス業務を行い、2005





 Y 金属製品有限公司では、46 名の従業員が働いており、そのうち 3 名が派遣労働者であ
る。 
 まず、従業員の構成をみる。①サンプルの約 8 割の従業員が生産職にいる。②生産ライン
にいる女性従業員は全体の 6 割近くである。③男女比率の差異が大きく、女性従業員が全体
の 7 割以上である。 
 次に、雇用形態においては、①正社員人数は 8 名で、全体の 4 割未満を占める。②非正規
雇用のうち、臨時工が非常に多い。回答した臨時工の人数は 10 名で、全体の半分近くとな
っている。 
 また、常駐日本人の工場長 W 氏のヒアリングから、非正規社員を 18 名雇用していること
が分かった。そのうちの 5 名は派遣会社と契約を結んでおり、生産現場に配属されている。
残りの 13 名はすべて臨時工として雇用し、請負の形で検品業務に配属されている。 
 （２）従業員の募集方法 
 人材紹介会社の 1 社と派遣会社の 1 社、合計 2 社を通じて従業員を募集している。 
 労務派遣労働者との契約は通常 1 年となるが、1 年契約後にもう 1 年契約を結ぶ場合は、
2 年後に正社員に登用する。 
 （３）労働条件と雇用コスト 
 正社員の労働時間は 1 日 8 時間になり、超えた部分は残業になる。給料は最低賃金、残業
代、諸手当て、保険料により構成されている。 
 臨時工と派遣社員に関しては、当社では、平日毎日 10.5 時間で、1 時間 20 元、また土日
残業代 1 時間 40 元、祝日残業代 1 時間 60 元で派遣会社と契約を結んでいる。非正規社員
の労働時間は 8:30 から 20:00 までの 1 日 10.5 時間になる。そのうち、10 時と 15 時に 10
分間ずつ、昼休み 50 分間、18 時に 30 分間の休憩時間が挟まっている。また、土日と祝日




 蘇州 Y 金属製品有限公司には正社員 28 名と非正規社員 18 名がいる。離職率が 3 割程度
になっているので、労働力不足を解決するため、非正規社員を雇用している。 
 社員の年齢に関しては、20 代から 40 代に渡る。生産ラインと現場にいる労働者は 20 代
であり、管理職は 30 代が多く、また 40 代には人事の 1 人がいる。 
 会社組織は、管理部、営業部、製造部と品質保証部の 4 つの部署に分かれている。工場長
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である W 氏のヒアリングによると、会社は派遣会社籍の労働者を 5 名雇用しており、バネ








 労務派遣社員には正社員への登用制度がある。労務派遣労働者との契約は通常 1 年とな
るが、1 年契約後にもう 1 年契約を結ぶ場合は、2 年後に正社員に登用する。 






 表 4-4 から性別、平均年齢、学歴、出身地、戸籍別に調査企業における派遣労働者の属性
と特徴を見てみる。 
 まず、労働者の性別と年齢に関しては、女性労働力が圧倒的に多く、女性労働者の平均年
齢は男性よりやや高いことが明らかになった。D 工業有限公司は男性の労働者が 11 名、女
性が 29 名である。M 光学有限公司は男性が 0 名、女性が 19 名である。Y 金属製品有限公司
は男性 2 名、女性が 1 名である。平均年齢においては、3 社労働者の平均年齢はそれぞれ
30.3 歳、27.0 歳、29.7 歳となっており、30 歳前後である。 
 次に、中学校卒業以上の学歴を有する女性労働者が主な労働力であることが明らかにな
った。D 工業有限公司・M 光学有限公司・Y 金属製品有限公司の中学卒女性労働者はそれぞ
れ 17 名、8 名、1 名であり、高卒女性労働者は 8 名、10 名、0 名である。 
 また、出身地と戸籍に関しては、派遣労働者の多くが農村戸籍を有する江蘇省内または周
辺の省から移動してきた出稼ぎ労働者であることが明らかになった。D 工業有限公司、M 光
学有限公司、Y 金属製品有限公司では、農村戸籍の派遣労働者は 39 名、17 名、3 名の合計
59 名であり、サンプルサイズ 64 名の 92.2%を占める。また、派遣労働者の出身地は、河南
省、安徽省、山東省であり、周辺地域が多いことが示されている。 
 以上をまとめると、3 社における派遣労働者の特徴は以下の 4 点である。①省内または周
辺の省外出身の出稼ぎ労働者である、②中学校卒業または高校卒業の学歴を有する、③平均






表 4-4 3 社における労務派遣労働者の属性と特徴 
会社名 D 工業有限公司 M 光学有限公司 Y 金属製品有限公司 
 男性 女性 合計 男性 女性 合計 男性 女性 合計 
サンプル数 11 29 41 0 19 20 2 1 3 
平均年齢(歳) 29.3 30.7 30.3 / 27.0 27.0 28.5 29 29.7 
学 歴          
小学校 0 0 0 0 0 0 0 0 0 
中学校 6 17 23 0 8 8 0 1 1 
高 校 4 8 12 0 10 10 0 0 0 
専門学校 2 3 5 0 0 0 0 0 0 
大 学 0 0 0 0 0 0 2 0 2 
な し 0 0 0 0 0 0 0 0 0 
出身地    
江蘇省 1 6 7 0 5 5 0 0 0 
浙江省 0 0 0 0 0 0 0 0 0 
山東省 2 2 4 0 1 1 0 0 0 
安徽省 1 3 5 0 5 5 0 1 1 
河南省 0 8 8 0 1 1 0 0 0 
湖北省 0 1 1 0 0 0 0 0 0 
湖南省 1 1 2 0 0 0 0 0 0 
四川省 0 2 2 0 1 1 0 0 0 
山西省 1 1 2 0 1 1 0 0 0 
広東省 0 1 1 0 0 0 0 0 0 
広西省 0 1 1 0 1 1 0 0 0 
雲南省 0 0 0 0 1 1 0 0 0 
陜西省 1 1 2 0 1 1 0 0 0 
黒龍江省 1 1 2 0 0 0 0 0 0 
吉林省 0 0 0 0 0 0 1 1 2 
その他 2 1 3 0 1 1 0 0 0 
戸 籍    
農 村 10 28 39 0 16 17 2 1 3 




 調査した 3 社における労務派遣労働者の就業状態を職種区分、勤続期間、勤務時間、賃金
水準の 4 つの側面からみる。 
表 4-5 の通り、「職種区分」については、64 名の派遣労働者はすべて生産職である。 
 次に、「勤続期間」に関しては、3 年以上働いている労働者がいない。ほとんどの派遣労
働者が 2 年以内の勤務であり、6 ヶ月未満の人が一番多いことが明らかになった。D 工業有
限公司では、「3〜6 ヶ月」という回答はが一番多く、続いて「1〜2 年」が二番目になってい
る。「2〜3 年」働いている人は 1 名いる。M 光学有限公司では、すべての労働者は 2 年以内
の勤続期間となっている。Y 金属製品有限公司においては、派遣労働者の 3 名は、それぞれ
「3〜6 ヶ月」、「1〜2 年」、「2〜3 年」と回答した。 
 また、平均勤務時間については、3 社の 1 日総労働時間は 10.4〜10.5 時間、1 日残業時間




 続いて、派遣労働者の平均月給をみる。3 社はそれぞれ 3558 元、3984 元、3900 元、平均
で 3844 元/月/人である。しかし、表 4-2 が示した調査企業概要にある、正規社員平均月給
を見ると、3 社はそれぞれ 5400 元、5800 元、5600 元、平均で 5000 元/月/人であることが
明らかになっている。以上、派遣労働者の平均月給 3844 元は調査を行った時点の蘇州最低
賃金水準の 1940 元/月より 2 倍ほど高いが、同じ生産現場の正社員の月給より 30%ほど低い
ことが明らかになった。 







表 4-5 3 社における労務派遣労働者の就業状態 
会社名 D 工業有限公司 M 光学有限公司 Y 金属製品有限公司 
 男性 女性 合計 男性 女性 合計 男性 女性 合計 
サンプル数 11 29 41 0 19 20 2 1 3 
職種区分（人）    
生産職 11 29 41 0 19 20 2 1 3 
事務職 0 0 0 0 0 0 0 0 0 
管理職 0 0 0 0 0 0 0 0 0 
勤続期間（人）          
3 ヶ月未満 2 5 7 0 5 5 0 0 0 
3-6 ヶ月 5 9 15 0 10 11 1 0 1 
半年-1 年 3 3 6 0 4 4 0 0 0 
1-2 年 1 11 12 0 0 0 1 0 1 
2-3 年 0 1 1 0 0 0 0 1 1 
3 年以上 0 0 0 0 0 0 0 0 0 
平均勤務時間  
 総労働時間    
１日 10.5 10.4 10.5 
１ヶ月 248 191.5 241 
残業時間    
１日 2.5 2.4 2.5 
１ヶ月 80 81.8 86 
派遣社員平均月収(元) A 3558 3984 3900 
正規雇用社員平均月収(元) B 5400 5800 5600 







 表 4-6 が示したように、派遣労働者の意識について、「就職意識」と「転職意識」に分け
て調査を実施した。また、「就職意識」では、「就職理由」と「就職経路」の 2 つの質問を設
定した。「転職意識」では、「転職経歴」と「現職に対する満足度」の 2 つの質問に分ける。 
 
表 4-6 3 社における労務派遣労働者の意識 
会社名 D 工業有限公司 M 光学有限公司 Y 金属製品有限公司 
 男性 女性 合計 男性 女性 合計 男性 女性 合計 
就職意識    
 就職理由          
給料が高い 2 5 7 0 5 5 0 0 0 
友人がいた 5 9 15 0 11 11 1 0 1 
その他 3 3 6 0 3 4 0 0 0 
 就職経路          
友人・知人紹介 1 3 4 0 1 1 1 1 2 
インターネット 0 0 0 0 0 0 0 0 0 
人材会社 1 0 1 0 1 1 0 0 0 
派遣会社 9 26 36 0 16 16 0 1 1 
その他 0 0 0 0 1 1 0 0 0 
転職意向          
 転職経歴あり 10 27 41 0 19 20 2 1 3 
 前職所在地          
江蘇省内 7 18 25 0 11 12 1 1 2 
江蘇省外 3 10 15 0 7 7 1 0 1 
 前職形態          
国有企業 1 2 3 0 2 2 1 0 1 
個人企業 3 5 8 0 0 0 1 1 2 
香港系企業 0 2 2 0 0 0 0 0 0 
台湾系企業 0 1 1 0 2 2 0 0 0 
外資系企業 6 13 20 0 3 4 0 0 0 
農民 0 3 3 0 0 0 0 0 0 
学生 0 0 0 0 3 3 0 0 0 
失業者 0 0 0 0 0 0 0 0 0 
その他 1 0 1 0 8 8 0 0 0 
 現職の満足度          
満足 5 17 22 0 9 10 2 1 3 
かわりたい 4 7 11 0 0 0 0 0 0 
すぐ辞めたい 0 0 0 0 1 1 0 0 0 
辞められない 0 3 3 0 1 1 0 0 0 
その他 2 0 3 0 8 8 0 0 0 
 現職の不満点          
人間関係 0 2 2 0 1 1 1 0 1 
給料が少ない 8 24 32 0 9 10 1 1 2 
残業が多い 0 0 0 0 0 0 0 0 0 
その他 3 3 7 0 9 9 0 0 0 





 まず、「就職理由」に関しては、「友人がいた」という回答が多い。D 工業有限公司・M 光
学有限公司・Y 金属製品有限公司では、それぞれ 15 名、11 名、1 名である。 
 「就職経路」においては、派遣会社と直接契約を結ぶ労働者がほとんどである。3 社では
それぞれ 36 名、16 名、1 名である。また、友人・知人紹介で派遣会社と契約して派遣され
る労働者も、3 社にそれぞれ 4 名、1 名、2 名がいる。 
 続いて、「転職経歴」について、すべての労働者は転職経験があることが明らかになった。
「前職の所在地」および「前職の形態」を問うと、江蘇省内はそれぞれ 25 名、12 名、2 名
の合計 39 名であり、全体 64 名の 6 割を占める。労働力流動において、省外流動より省内流
動が多い。また、「前職の形態」では、国有企業より民営企業が圧倒的に多い。そのうち、
外資系企業に従事した労働者が一番多く、D 工業有限公司 20 名と M 光学有限公司 4 名であ
る。 
 最後に、「現職に対する満足度」において、「満足」と回答した 3 社での派遣労働者人数
は、それぞれ 22 名、10 名、3 名である。比率を計算すると、Y 金属製造は全体の 100%、D 工
業と M 光学はそれぞれ 53.7%と 50%である。また、不満点を聞いてみると、「給料が少ない」
と「人間関係」に原因があると回答した。そのうち、給料に対する不満が一番多く、D 工業
では 32 名、M 光学では 10 名、Y 金属製造では 2 名いる。また、彼らの合計人数は 44 名であ
り、全体 64 名の 7 割近くを占める。以上から、派遣労働者の給料を是正する必要があると
考えられる。 
Ⅳ 3 社に派遣労働者を提供する派遣業者にみる行動原理 
－蘇州市 CQ 人力資源職介有限公司の事例－ 
 １、会社の設立経緯と沿革 








 図 4-1 と表 4-7 のように、2002 年に下請け仲介業者(仲介店舗 1 号店)として起業し、2003
年に 2 号店、3 号店、2006 年に 4 号店、2010 年に 5 号店を開業した。2010 年に学生ワーカ
ー業務、2014 年 12 月より外包（請負）のアウトソーシング業務を開始した。また、2016 年
に外包（請負）専門会社も設立している。資本金は 200 万元で、2010 年に職業仲介営業許
可証、2011 年に人力資源服務許可証、2014 年に労務派遣経営許可証を獲得している。 
 2013 年に、総経理の R 氏は、三洋能源の電器 OEM 事業を手掛けた商社に勤め、工場管理
の仕事に従事する日本人駐在員の H 氏と出会い、H 氏の日系企業とのネットワークを利用す
るため、H 氏と共同出資して当社を立ち上げた。5 つの仲介店舗は、現在、R 氏の妻および
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兄弟 3 人等により経営されている。 
 
 
表 4-7 蘇州市 CQ 人力資源介有限公司沿革 
2002 年 8 月 蘇州呉中区胥口鎮において許家橋仲介店舗 1 号店開業 
2003 年 6 月 
蘇州呉中区胥口鎮において許家橋仲介店舗 2 号店、吉祥路仲介店舗 3 号店開
業 
2006 年 3 月 蘇州呉中区胥口鎮において上供路仲介店舗 4 号店開業 
2010 年 学生ワーカー業務開始 
2010 年 蘇州呉中区胥口鎮において上供路仲介店舗 5 号店開業 
2010 年 労務会社としての登記および許可取得 
2013 年 10 月 呉中区木瀆鎮において労務会社（蘇州市 CQ 人力資源職介有限公司）設立 
2014 年 12 月 外包（請負）業務開始 
2015 年 7 月 江蘇省無錫支店設立 
2015 年 9 月 安徽省合肥支店設立 
2015 年 11 月 河南省新郷支店設立 
2016 年 3 月 外包（請負）専門会社設立 




















































し、日系企業にインターンシップ（4 月から 7 月または 9 月まで）、冬休み（12 月から 2 月







電機( 蘇州) 有限公司、神田工業( 蘇州) 有限公司など、主に蘇州にある日系企業の製造
業に生産ラインの労働者を派遣している。 
 ３、CQ 会社における労務派遣労働者の募集と管理 
 （１）労務派遣労働者の募集 
 CQ 社に在籍また派遣している労働者は 5000 名程いる。毎年新規登録する労働者の人数は
2000〜3000 人であり、解約人数は新規とほぼ同じ程度である。 


























 図 4-2 蘇州市 CQ 人力資源職介有限公司における労務派遣労働者の募集 
 出所：ヒアリング調査より作成。 
求人情報を流す 
［   企業における人材募集］ 
 募集要項：           
 待遇：             
 ……               
 ……                          
 
蘇州市 CQ 人力資源職介有限公司 
日系、ローカル製造業 
（派遣先企業） 









仲介店舗 5 仲介店舗 4 






ていると仲介店舗 1 号店の担当者 C 氏（総経理 R 氏の奥さん）が言った。もっともひどい時








んでいると C 氏の話から分かった。 
 （３）派遣の契約期間と派遣労働者の離職率 
 CQ 社は派遣労働者と 2 年間の雇用契約を結ぶ。優秀な人材に対しては、更新することが
できる。派遣労働者は、平均して 2.5 ヵ月で離職する。労働契約法では 2 年間の労働契約を
結ぶことを要求したが、2 年間勤続する労働者がいない。 
 ４、本社、仲介店舗、仲介業者（包工頭）との繋がり 
 当 CQ 公司はスタッフが 17 名いる。そのうち、12 名は事務系または面接係の担当者、残
りの 5 名は各仲介店舗の担当者である。 






 また、当仲介店舗 1 号店（蘇州 CQ 人力資源服務中心許家橋総公司）の下に、さらに規模
が小さい仲介業者が存在している。彼ら「小型包工頭」は、労働者を仲介店舗に紹介するこ
とから仲介手数料と紹介費用を獲得することを目的としている。この紹介手数料は一ヶ月
に 1500 から 3000 元で時期によって異なる。また、紹介費用に関しては、紹介した派遣労働
者が派遣先で満１ヶ月の勤務を続けることができたら、労働者人数分の紹介費を獲得する
ことができる。繁忙期の紹介費用が高いので、特に本社の下請けをする時に、その紹介費用
は本社と仲介店舗 1 号店が半分ずつ負担する。 








〜4,000 元である。具体的な項目は、基本給 1,940 元＋残業代(平日残業、休日残業)＋諸手
当て（実績手当て、皆勤手当て、食事手当て）−「五険一金」（社会保険114）からなる。 
   １時間の残業代： 
       平日：月最低賃金÷21.75×1.5          
       週末：月最低賃金÷21.75×2      
    法律の祝日：月最低賃金÷21.75×3      







企業は一時間 30 元で契約する派遣労働者を募集する場合、CQ 本社は 20 元で派遣労働者の
給料を計上する。残りの 10 元は仲介業者・「包工頭」に支払う紹介費用、各派遣先の労働者
を管理する責任者（当会社のスタッフ）の管理費用、通勤送迎車の費用に使用する。 
 ６、派遣先の中小企業における派遣労働者の人数を 10%以内に収める方法 










する。例えば図 4-3 が示したように、M 光学有限公司の出荷検査では工程ごとに派遣労働者
                                                 
114) 社会保険の給付に関しては、日系企業の場合は、法律に従い「五険一金」を納付する。一部の





























派遣 3 名 
正規 2 名 
 
派遣 4 名 
正規 3 名 
 
派遣 18 名 
正規 12 名 
 
派遣 1 名 
正規 5 名 
 
派遣 7 名 
正規 0 名 
 
図 4-3 M 光学有限公司の工程ライン 
出所：ヒアリング調査から作成 
  











 第二に、派遣労働者の 9 割以上は農村戸籍を持っている出稼ぎ労働者である。また、8 割
は女性であり、年齢は 20 代後半から 30 代であり、中学校卒業が多い。 
 第三に、長時間単純労働と短期雇用である。一日に残業時間込みで 10 時間以上働く。9 割






























































   −南通市の繊維・アパレル関連 2 社の調査をもとに− 
Ⅰ 南通市の経済状況と労働市場構造 
 １、南通市の概要 
 南通市は 1984 年に選定された 14 ヶ所の沿海開放都市116の 1 つであり、長江デルタ地域
の重要な構成部分及び経済成長地域となっている。南通市は江蘇省の東南部に位置し、市区
中心部にある崇川区、港闸区と通州区、および南通市の下に管轄されている如東県、啓東市、
如皋市、海門市から構成される（図 5-1）。面積は 8544k ㎡である。2018 年常住人口は 731
万人に達し、前年度より 0.5 万人増加した。そのうち、都市人口は 490.5 万人と前年度より
1.69%増加し、都市化率は 67%である。人口構成において、14 歳以下の人口は 80.05 万人で
常住人口の 10.95%を占め、15〜64 歳の人口は 497.23 万人で 68.02%を占め、65 歳以上の人
口は 153.72 万人で 21.03%を占める117。 
 




117) 南通市统计局、「2018 年末南通市常住人口 731 万人」http://tjj.nantong.gov.cn/ntstj/tjsj
/content/c5395b85-68b5-4f3e-bcdc-b217ac42bf82.html、2019 年 6 月 18 日閲覧。 





 南通市は、「改革・開放」から著しい経済成長を遂げた。1978 年南通市の地域内 GDP は
わずか 29 億元であったが、1988 年に 100 億元を超えて 118 億元に達し、2007 年に 2,000 億
元を超えて 2,112 億元に達しており118、2018 年は 8,427 億元に至った。一人あたりの GDP
も 1978 年の 408 元から、1986 年に 1,000 元を超えて 1,055 元に達し、2001 年に 10,000 元
を超えて 10,078 元に達し119、2011 年に 50,000 元を超えて 56,005 元に達しており、2018 年
は 11 万元を超えて 115,320 元に至った。地域内 GDP は 1987 年より 287 倍まで成長し、一
人当たりの GDP は 283 倍にまで成長した。南通市の経済成長率も毎年中国全体の成長率を
上回っている。2018 年南通市地域内総生産は 8,427 億元に達しており、前年度より 7.2%増
加した。そのうち、第一産業は 398 億元で 2.2%増、第二産業は 3,948 億元で 6.5%増、第三
産業は 4,081 億元で 8.4%増加した。産業構造からみると、第一産業、第二産業、第三産業
の比率は 4.7：46.8：48.4 となっている。一人あたりの GDP は 115,320 元に達して前年度よ
り 7.1%増加し、初めて江蘇省の平均水準（115,168120元）を上回った（図 5-2）。 
 
 
                                                 
118) 「南通解放 60 年歴史数据回顧与思考」、2009 年 10 月 13 日、江蘇省統計局。https://max.boo
k118.com/html/2018/0509/165601607.shtm 
119) 同上。  
120) 「2018 年南通市 GDP 完成状況簡析」、南通市統計局、2019 年 2 月 15 日、http://nantong.gov.
cn/ntstj/tjfx/content/321b3d10-52eb-4a13-be65-5d77841f3a76.html 
1978 1980 1990 2000 2005 2009 2010 2011 2012 2013 2014 2015 2016 2017 2018
第一産業 12 12 43 129 164 237 266 287 319 322 340 355 367 383 398
第二産業 11 16 61 361 839 1632 1942 2264 2465 2715 2874 3043 3240 3640 3948
第三産業 6 8 31 231 492 1036 1302 1588 1846 2198 2535 2858 3278 3712 4081
地域内総生産GDP 29 36 134 721 1494 2904 3511 4139 4630 5235 5749 6256 6885 7735 8427























 南通市の最初の外国投資は 1981 年の日本からの投資であった。当時の投資額は 52.8 万
ドルであり、南通市手工聯社、日本力王株式会社、国際信託公司が設立した合弁会社の「南
通力王有限公司」であった。該当会社も江蘇省での初めての外資系企業となっている 121。
1984 年 12 月に沿海開放都市に選定され、「南通経済技術開発区」の設立がきっかけで、1998
年までに外国企業からの直接投資が 6.11 億ドルに至った。1998 年アジア金融危機の影響を
受けて投資額が減少したが、2000 年から年々大幅に上昇し、2007 年をピークに 31.17 億ド
ルに達した。2008 年に世界金融危機が発生する年でも 29.37 億ドルを吸引した。2009 年か
ら緩やかに増加しつつ、2018 年の外資利用額は 25.8 億ドルに達した（図 5-3）。対外貿易
において、輸出入総額は 385.91 億ドルであり、そのうち、2018 年の輸出額は 254.53 億ド








                                                 
121) 陳峰燕、「改革開放 40 年南通市利用外資歴程回顧及現状、対策分析」、『現代商業』、2019 年 5
月、92 ページ。 
122) 「2018 年南通市国民経済和社会発展統計公報」、南通市統計局、2019 年 4 月 16 日、http://tj
j.nantong.gov.cn/ntstj/tjgb/content/b5477660-a3be-4073-a97a-5541e43a6bcf.html 








































































































 南通市の 2018 年末までの常住人口は約 732 万人、うち农村の人口は 241 万人で、城市は
491 万人である（図 5-5）。2018 年の農村人口と都市人口はそれぞれ 3 割強と 6 割強を占め
ており、その割合はちょうど 2000 年と逆になっており、都市化率は 67%でかなり進んでい
る。就業総人数は 2018 年末で約 456 万人である。産業別にみると、第一産業は 84 万人で
18%を占め、第二産業は 212 万人で 46%を占め、第三産業は 160 万人で 35%を占めていた（図
5-6）。労働力は第二産業に集中する傾向がある。産業別就業人数の推移状況からみると、
改革開放から 2009 年にかけて、農村労働力は 307 万人から 85 万人に急減し、222 万の農村




除する前）であり、前年度（2017 年の 6,220 元）より 5.4%上昇した（図 5-7）。私営企業
に関する相関データは統計に掲載されていなかったが、江蘇省統計局が公表した「2017 年
江蘇省城鎮非私営単位和城鎮私営単位就業人員年平均工資」より、2017 年南通市の私営企
業の就業者の平均年俸は 48,268 元であることが分かった。つまり、毎月 4,022 元であり、
同年度非私営企業の 6,220 元より 2,178 元低いことが明らかになった。しかし、最低賃金
は私営企業の 2 分の 1 程度、非私営企業の 3 分の 1 程度にしか達していない。2018 年の南
                                                 
124)  国有企業、集体企業、株式制企業、外資系企業、香港系・台湾系・澳門系企業が含まれる。















































                                                 




337 320 309 301 293 284 272 260 248 241



















1978 1980 1990 2000 2005 2009 2010 2011 2012 2013 2014 2015 2016 2017 2018
第三産業 37 44 80 103 132 169 137 139 140 143 144 148 149 154 160
第二産業 57 68 155 138 178 207 211 213 214 217 216 215 213 213 212
第一産業 307 302 243 200 134 85 126 122 115 107 102 97 96 89 84


















 江蘇省南通市に工場を置いている日系関係の繊維製品・アパレル企業 2 社を分析対象と
した現地調査を実施した。調査はヒアリング調査とアンケート調査の 2 つに分け、ヒアリン
グ調査の対象は南通 LH 服飾有限公司と TR 織染（南通）有限公司であり、アンケート調査の
対象は前掲 2 社の従業員であった。クロス集計で用いるサンプルは前掲 2 社の従業員向け
のアンケートサンプルである。 
１、南通 LH 服飾有限公司 
 （１）企業概要 
 南通 LH 服飾有限公司（以下 LH 社と呼ぶ）は江蘇省南通市如東県馬塘鎮に位置し、2007
年に設立された中国ローカルのアパレル製造企業である。100％日本向けのサプライヤー
（下請け）企業で、事業内容は T シャツ、セーター、ニット手袋、帽子等のアパレル製品の
OEM 事業である。事務所と自社工場を持ち、工場面積が 6000 ㎡、資本金が 200 万元である。
日本の取引先と直接に貿易をするため、当社の経営者は 2017 年に南通 YX 貿易会社を立ち






































 LH 社は約 100 名の従業員を雇用し、そのうち、事務職約 10 名、営業職約 20 名、残りは
生産職に所属する。生産職は、パターン 2 名、裁断８名、プレス 10 名、縫製 40 名、検品 10
名で構成されている（表 5-1）。パターン工程においては、外部採用した専門技術のある２
人が勤めている。彼らは南通市区にある縫製会社に就職していたが、子供ができたので U タ
ーンしてきたという。従業員数の年齢層は 40 代が一番多く、二番目が 30 代である。縫製の
仕事は技術のある熟練工が必要で、仕事のノルマもあるため、20 代の人は働きたがらない。 
 
表 5-1 南通 LH 服飾有限公司の従業員構成と労働工程 
 従業員人数（概数） 備考 
管理職 10 人  
生産職  
１、肩入れはコンピューターを使用 
    している。 
２、多忙期またはコストが合わない 
    場合には、縫製工程を外注する。 
３、派遣社員を雇用していない。 
パターン 2 人 
裁 断 8 人 
縫 製 40 人 
ブレス 10 人 
検 品 10 人 














ーナスで構成されている。基本給は如東県の最低賃金の一ヶ月 1830 元、皆勤奨励 300 元、
ボーナスは年 1 回の旧正月に支給される。平均賃金は社会保険を加えて１ヶ月 5500 元で、
毎月２日間休日がある。 
 （４）経営者の日系企業就職経験 
 聞き取り調査を受けた C さん（41 歳）は夫と一緒に、服飾会社および貿易会社を共同経
営し、それぞれの会社の取締役を務めている。C さんがアパレル専門学校を卒業した後に、




から帰ってきた 2 年後に、LD 社の仕事を辞退して夫の LH 服飾有限公司に転職してきた。 
２、TR 織染（南通）有限公司 
 （１）企業概要 
 TR 織染（南通）有限公司（以下 TR 社と呼ぶ）は、東京に本社を置く TR 株式会社と上海
にある子会社の TR（中国）投資有限公司および福井県に本社を置く SI 株式会社が 3 社共同
出資で設立した中国での生産工場である。出資比率について、TR 株式会社は 70%で、TR（中







 該当会社は、創業時から調査時点までの 23 年間、日本から管理者、技術者は約 100 人、
総経理は 6 人が赴任した。人材現地化を重視し、2004 年に就任した日本人総経理によって
一気に進められた。中国人の Q 氏も同年に工場長に選抜された。その 3 年後、念願の単年度
黒字化を果たした。2017 年 12 月に、Q 氏がナショナルスタッフとして、同社初の中国人総
経理に任命された。 







年に現会社 TR 社に転職した。2004 年に工場長に就き、2011～14 年までに董事・副総経理兼
縫製事業推進室室長、2015～17 年まで同兼生産本部長、2017 年 12 月から董事・総経理に就
任した。 
 （３）経営理念と人事評価・人材育成 
















ーダーによって育てられた総経理 Q 氏が語る。 
 （４）求人・採用と賃金・待遇 

















                                                 
127) 産業振興センター、ものづくり革新事業系、経営革新を推進する一般社団法人日本能率協会、
https://jma-goodfactory.com 
128) TR 社は 2000 年から、X 社と請負業務の委託契約を結び、X 社の社員 H さんを TR 社で荷物出入
庫の請負作業をさせた。2008 年から X 社は H さんに派遣業者の G 社と労務派遣契約を結ばせ、G 社の
従業員として TR 会社で以前と同様の仕事内容で派遣として働かせた。しかし、その派遣契約の有効
期限は 2009 年 12 月であるが、その後にまったく更新していない。2015 年に TR 社は人事変更のため、
X 社と業務契約を解除することになった。H さんは社会保険を要求するために、TR 社および X 社と労
働争議となり、裁判所に提訴した。裁判所は、X 社は H さんと労働契約を解除しないまま、G 社と労
務派遣の契約を結んだため、G 社との契約は無効であるとの判決を出した。つまり、H さんは 2000 年
から 2015 年にかけて、X 社の社員であることが確定した。従って、H さんの 2000 年から 2015 年まで
の未払い分の社会保険について、X 社は賠償の義務があり、G 社は連帯責任を負う。TR 社はこの後、
2015 年から請負労働者、派遣労働者を雇用しないようになっている。 
129) この勤務制度は「三班二運転」と呼ばれる。「班」は 12 時間シフトの意味で、「運転」は交代の
意味である。つまり、昼間出勤と夜間出勤を交代で 12 時間シフト制、12 時間働いた後に 1 日休んで
また 12 時間働く。例えば、ABC 三つの 12 時間シフトがあり、A は昼間の 12 時間シフト、B は夜勤の
12 時間シフト、C は翌日の昼間の 12 時間シフトである。A の昼間シフトに入って 12 時間働いたら、
B と C を飛ばして、次の出勤は翌日の夜勤シフトになる。B の夜勤シフトに入って 12 時間働いたら、





表 5-2 TR 織染（南通）有限公司のインターネットに公表した求人情報 
職種 




























































































































































2018/6/2 2018/7/16 2018/7/16 2018/7/12 2018/8/6 2018/8/6 
出典：職友集 https://www.jobui.com、前程無憂 https://jobs.51job.com、企査査 https://www.qichacha.com 





１、南通 LH 服飾有限公司 
 （１）従業員の職種と年齢構成 
 LH 社から 50 枚のアンケートを回収することができた。そのうち、男性のサンプル数は 24
枚、女性は 26 枚であった。従業員の構成を職種と年齢に基づいて考察する（表 5-3）。職
種において、生産職に就く従業員は 29 名、管理職は 2 名、営業職は 19 名であった。生産職
の従業員は全体の 6 割弱を占めている。従業員の平均年齢は 37.8 歳であり、一番若い従業
員は営業職に就く 26 歳の従業員で、一番年上の従業員は生産職に就く 55 歳の従業員であ
った。職種別に見ると、営業職の平均年齢が 33.3 歳で一番若く、次は管理職 35.5 歳であっ
た。生産職の平均年齢が一番高く、41.0 歳となっている。年齢構成から見ると、35〜49 歳
の中堅層が 26 名で、全体の 5 割以上を占めている。26〜34 歳の若年層が 18 名で、3 割以
上を占めている。50 歳以上の中高年層が 6 名で、1 割以上を占めている。労働力は比較的生
産職にいる 35〜49 歳の中堅層の労働者に集中していることが明らかになった。 
 
表 5-3 南通 LH 服飾有限公司における従業員構成 
職種 生産職 管理職 営業職 
合計 
性別 男性 女性 小計 男性 女性 小計 男性 女性 小計 
平均年齢(歳) 42.8 40.0 41.0 40.0 31.0 35.5 34.2 31.2 33.3 37.8 
年齢構成(歳)                
      26～34 1 4 5 0 1 1 7 5 12 18 
      35～49 6 12 18 1 0 1 6 1 7 26 
    50～ 3 3 6 0 0 0 0 0 0 6 
サンプル数 10 19 29 1 1 2 13 6 19 50 
  
 （２）従業員の出身地と戸籍類型 




計した 50 名の従業員のうち、農村戸籍は 9 名、都市戸籍は 22 名、農村から都市戸籍に変わ
ったのは 19 名である。農村戸籍は生産職の 6 名、営業職の 3 名の合計 9 名で、2 割弱しか
占めていない。この 9 名のうち、8 名は地元の南通市出身で、残り 1 名は南通市周辺の鎮江
市出身である。農民戸籍から都市戸籍に変更した従業員は 4 割弱であった。南通市の都市化
率が 2018 年で 67.1%131に達していることは、この 4 割弱の従業員を例にとっても言えるこ
とであると考える。次に、出身地において、江蘇省出身は 49 名、江蘇省以外の出身は近隣
の安徽省の 1 名のみになっている。江蘇省出身の従業員のうち、南通市出身は 46 名である




tstj/tjgb/content/b5477660-a3be-4073-a97a-5541e43a6bcf.html、2019 年 4 月 16 日。 
 111 
が、地元如東県出身（LH 社が南通市の如東県に位置する）は 1 名しかいない。以上の集計
データを通し、①該当会社の従業員の 9 割強は南通市出身で、南通市中心部から如東県に移
動して働いていることから、南通市の労働力は市内で移動する傾向が強いことが明らかに




表 5-4 南通 LH 服飾有限公司における従業員の出身地と戸籍 





























江蘇省                           
 南通市 6 8 14 28 0 1 1 2 2 10 4 16 46 
南通市区 5 8 10 23 0 1 1 2 2 9 2 13 38 
 如皋市 1 0 2 3 0 0 0 0 0 0 1 1 4 
 如東県 0 0 1 1 0 0 0 0 0 0 0 0 1 
 海門市 0 0 0 0 0 0 0 0 0 1 1 2 2 
 启東市 0 0 1 1 0 0 0 0 0 0 0 0 1 
 周辺市 0 1 0 1 0 0 0 0 1 1 0 2 3 
周辺省 0 0 0 0 0 0 0 0 0 1 0 1 1 
サンプル数 6 9 14 29 0 1 1 2 3 12 4 19 50 
注：集計サンプルのうち、周辺市は南通市近隣の泰州市、鎮江市、扬州市となり、周辺省は江蘇 
  省近隣の安徽省となる。「農村→都市」：戸籍変更の条件を満たして農村戸籍から都市戸籍 




表 5-5 南通 LH 服飾有限公司における従業員の学歴と就職経路 
  生産職 管理職 営業職 
合計 
年齢 26~34 35~49 50~ 26~34 35~49 50~ 26~34 35~49 50~ 
学歴   
 
  





大 卒 2 2 0 1 0 0 12 7 0 23 
高 卒 1 6 0 0 1 0 0 0 0 9 
専門学校 2 7 4 0 0 0 0 0 0 13 
中 卒 0 3 2 0 0 0 0 0 0 5 
就職経路           
友人・知人紹介 1 7 2 0 1 0 6 0 0 17 
インターネット 0 1 2 0 0 0 1 2 0 6 
人材会社 2 7 2 1 0 0 3 5 0 20 
その他 1 3 0 0 0 0 1 0 0 5 
不明 1 0 0 0 0 0 1 0 0 2 
サンプル数 5 18 6 1 1 0 12 7 0 50 
 
 表 5-5 は LH 社の従業員の学歴と就職経路を示している。学歴について、大卒と高卒を含









 表 5-6 南通 LH 服飾有限公司における従業員の労働実態 
  生産職 管理職 営業職 合
計 年齢（歳） 26~34 35~49 50~  26~34 35~49 50~  26~34 35~49 50~  
勤続期間（年）               
半年〜1 年 0 1 0 0 0 0 1 0 0 2 
1〜2 年 0 1 0 0 0 0 1 0 0 2 
2〜3 年 5 16 1 0 1 0 0 0 0 23 
3 年以上 0 0 4 1 0 0 10 0 0 15 
不明 0 0 1 0 0 0 0 7 0 8 
賃金水準（元/月）                     
2000〜3000 3 4 0 1 0 0 2 1 0 11 
3001〜3878 0 9 3 0 0 0 1 1 0 14 
3879〜5000 1 3 3 0 1 0 7 3 0 18 
5001〜6000 0 2 0 0 0 0 0 2 0 4 
        6001 以上 0 0 0 0 0 0 1 0 0 1 
不明 1 0 0 0 0 0 1 0 0 2 
毎月残業（時間）              
0〜36 2 5 3 0 0 0 9 6 0 25 
37〜45 0 3 1 1 0 0 1 0 0 6 
46〜80 3 10 2 0 1 0 2 1 0 19 
サンプル数 5 18 6 1 1 2 12 7 0 50 
 
 表 5-6 は従業員の労働実態を勤続期間、賃金水準、毎月の残業時間の 3 つの項目に分け
て集計している。勤続期間において、2 年以上勤続した従業員は 38 名で全体の 8 割弱を占
めている。とりわけ 3 年以上働いた従業員は 15 名であり、全体の 3 割以上を占める。生産
職は 2〜3 年が一番多く、営業職は 3 年以上がほとんどであった。賃金水準において、LH 社
の平均賃金は毎月 3878 元であり、一番高い給料は営業職の 8000 元、一番低いのは生産職
の 2300 元であった。「2001〜3000 元」と答えた従業員は 11 名で、全体の 2 割強を占める。





〜80 時間」残業する従業員は全体の 4 割近くを占め、そのうち、特に生産職に就く従業員
は 3 割以上であった132。 
                                                 
132) 毎月の残業時間において、「中華人民共和国労働法」が定めた第 4 章「労働時間と休息休暇」の
第 41 条と日本の厚生労働省が定めた「労働者に発症した脳・心臓疾患を労災として認定する際の基
準」に従い、36 時間と 45 時間の区切りで集計している。「中華人民共和国労働法」（1994 年 7 月 5 日




 表 5-7 南通 LH 服飾有限公司における従業員の就職意識 
























満足度                  
すぐ辞めたい 0 1 0 1 0 0 0 0 2 0 0 2 3 
辞めたいが 
辞められない 
0 0 1 1 0 0 0 0 0 0 0 0 1 
より良い仕事が 
あれば変わりたい 
4 8 5 17 0 0 0 0 5 2 0 7 24 
まあまあ満足 1 8 0 9 1 1 0 2 3 5 0 8 19 
非常に満足 0 1 0 1 0 0 0 0 1 0 0 1 2 
不明 0 0 0 0 0 0 0 0 1 0 0 0 1 
困ること                           
人間関係 1 1 1 3 0 1 0 1 2 1 0 3 7 
給料が少ない 1 9 5 15 0 0 0 0 4 3 0 7 22 
残業が多い 0 1 0 1 1 0 0 1 0 0 0 0 2 
職場の環境 3 1 0 4 0 0 0 0 2 0 0 2 6 
その他 0 5 0 5 0 0 0 0 4 3 0 7 12 
不明 0 1 0 1 0 0 0 0 0 0 0 0 1 
これからの計画                   
給料のより良い仕
事に従事したい 




3 5 1 9 0 0 0 0 5 1 0 6 15 
分からない 0 1 0 1 1 0 0 1 1 2 0 3 5 
サンプル数 5 18 6 29 1 1 0 2 12 7 0 19 50 
 
 










て、1 か月当たりおおむね 45 時間を超える時間外労働が認められない場合は、業務と発症との関連
性が弱いが、おおむね 45 時間を超えて時間外労働時間が長くなるほど、業務と発症との関連性が徐々
に強まると評価できること②発症前１か月間におおむね 100 時間又は発症前 2 か月間ないし 6 か月
間にわたって、1 か月当たりおおむね 80 時間を超える時間外労働が認められる場合は、業務と発症
との関連性が強いと評価できることを踏まえて判断する。」と定めている。https://www.mhlw.go.jp/
newinfo/kobetu/roudou/gyousei/rousai/dl/040325-11.pdf、2018 年 3 月。 
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 従業員の就業意識は満足度、困ること、これからの計画に分けて表 5-7 で示している。満
足度において、「すぐ辞めたい」、「辞めたいが辞められない」と答えた人は合わせて 4 人、
「より良い仕事があれば変わりたい」は 24 人、「まあまあ満足」と「非常に満足」は合わ
せて 21 名だった。満足している人は 4 割以上であり、中堅層に集中している傾向が強い。
より良い仕事に変わりたい人は 5 割弱であり、若年層と中高年層に集中する傾向がある。次
に、困ることについて、給料に困っている人が一番多く全体の 4 割以上を占めている。職種
別にみると、生産職では、29 名のうち 15 名が給料に困っており、5 割強を占める。特に中
高年層は 8 割強、中堅層は 5 割が不満を持っている。営業職では、19 名のうち 7 名が給料
に対して不満があり、不満度は 4 割弱である。若年層は 4 名、中堅層は 3 名、それぞれの割
合は 3 割強と 4 割強であった。給料以外に、人間関係と職場の環境に困っている従業員は
それぞれ 1 割以上を占めている。「職場の環境に困っている」と答えた人は、生産職に就く








 TR 社から 40 枚のアンケートを回収することができた。そのうち、男性のサンプル数は 12
枚、女性は 28 枚であった。表 5-8 が示しているように、従業員の職種構成について、生産
職に就く従業員は 24 名、事務職は 9 名、管理職は 7 名であった。生産職の従業員は全体の
6 割強を占めている。従業員の平均年齢は 36.2 歳であり、そのうち、生産職の平均年齢は
36.8 歳である。該当会社の一番若い従業員は生産職に就く 22 歳で、一番年上の従業員は管
理職に就く 51 歳であった。年齢層から見ると、35〜49 歳の中堅層は 24 名で、全体の 6 割
を占める。22〜34 歳の若年層は 15 名で、4 割弱を占める。50 歳以上の中高年層は管理職の
1 名のみであった。職種別から見ると、事務職の平均年齢が 32.6 歳で一番若く、生産職は
36.8 歳、管理職は 39.0 歳であった。全体的に、労働力は比較的生産職に就く 35〜49 歳の
中堅層に集中していることが明らかになった。 
 
表 5-8 TR 織染（南通）有限公司における従業員構成 
職種 生産職 事務職 管理職 
合計 
性別 男性 女性 小計 男性 女性 小計 男性 女性 小計 
平均年齢(歳) 32.7 38.5 36.8 37.0 31.3 32.6 42.7 36.3 39.0 36.2 
年齢構成(歳)                
22~34 4 5 9 1 4 5 0 1 1 15 
35~49 3 12 15 1 3 4 2 3 5 24 
50~ 0 0 0 0 0 0 1 0 1 1 
サンプル数 7 17 24 2 7 9 3 4 7 40 
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 （２）従業員の出身地と戸籍構成 
 TR 社の従業員の出身地と戸籍構成は表 5-9 に示している。戸籍構成において、集計した
50 名の従業員のうち、農村戸籍は 9 名、都市戸籍は 16 名、農村から都市戸籍に変わったの
は 15 名である。農村戸籍は生産職の 5 名、事務職の 3 名、管理職の 1 名、合計 9 名で、2
割強しか占めていない。この 9 名のうち、8 名は地元の南通市出身で、残り 1 名は南通市近
隣の塩城市出身である。農村戸籍から都市戸籍に変更した従業員は 4 割弱であった。次に、
出身地において、江蘇省出身は 39 名、江蘇省以外の出身は海南省の 1 名のみになっている。
江蘇省出身の従業員のうち、地元南通市（TR 社が南通市区中心部に位置する）出身は 37 名





表 5-9 TR 織染（南通）有限公司における従業員の出身地と戸籍構成 

































江蘇省                           
 南通市 4 8 11 23 3 4 1 8 1 2 3 6 37 
南通市区 4 8 10 22 3 4 1 8 1 1 2 4 34 
 如皋市 0 0 1 1 0 0 0 0 0 0 0 0 1 
 如東県 0 0 0 0 0 0 0 0 0 1 0 1 1 
 海門市 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 1 1 1 
 周辺市 1 0 0 1 0 1 0 1 0 0 0 0 2 
江蘇省以外 0 0 0 0 0 0 0 0 0 1 0 1 1 





 TR 社の従業員学歴構成において、大卒と高卒を含めた高卒以上の従業員は 29 名で 7 割以










 表 5-10 TR 織染（南通）有限公司における従業員の学歴と就職経路 
  生産職 事務職 管理職 合
計 年齢 22~34 35~49 50~  22~34 35~49 50~  22~34 35~49 50~  
学歴               
大 卒 4 1 0 8 0 0 1 5 1 20 
高 卒 2 7 0 0 0 0 0 0 0 9 
専門学校 3 4 0 0 1 0 0 0 0 8 
中 卒 0 3 0 0 0 0 0 0 0 3 
就職経路                     
友人・知人紹介 3 5 0 1 2 0 1 0 0 12 
インターネット 2 0 0 3 1 0 0 2 0 8 
人材会社 3 8 0 0 1 0 0 1 0 13 
その他 1 2 0 1 0 0 0 2 1 7 
サンプル数 9 15 0 5 4 0 1 5 1 40 
 
 （４）従業員の労働実態 
 従業員の労働実態を勤続期間、賃金水準、毎月の残業時間別に表 5-11 で紹介する。勤続
期間において、3 年以上勤続した従業員は 37 名で全体の 9 割以上を占めている。事務職に
就く若年層の 2 名が 3 ヶ月以内の勤続期間になっているが、全体的に見ると安定的な雇用
をしていることが明らかになった。賃金水準において、TR 社の平均賃金は毎月 3878 元であ
り、一番高い給料は営業職の 8000 元、一番低いのは生産職の 1800 元であった。平均賃金水
準に達していない従業員は 23 名で 6 割弱であった。そのうち、生産職の 2 名の従業員は
1800 元と答えており、南通市の社会保険133控除額の最低基準は毎月一人 489.33 元134である
ため、この 2 名の従業員は社会保険控除前の給料は 2300 元前後と推測できる。南通市区の
最低賃金は 2018 年 8 月から 2020 元135に上げられた。つまり、彼らの給料は最低賃金と同じ
程度の給料であることが分かった。また、該当会社の賃金水準は 2000 元台に集中し、6 割
以上の従業員の賃金は社内の平均水準に達していないことが明らかになった。次に、毎月の
残業時間において、従業員の 6 割程度が法律で定めた残業時間の 36 時間以内に収まってい









っている。2018 年南通市では、養老保険：個人は給料の 8%・会社は 19%、医療保険：個人は給料の
2%・会社は 7%、失業保険：個人は給料の 0.5%・会社は 0.5%、工傷保険：個人は 0%・会社は 0.5〜1.2%、
生育保険：個人は 0%・会社は 1%、宅積立金：個人と会社は 5%ずつ負担する。 
134) 「2018 年南通市社保繳納基数及比例」、2018 年 8 月 20 日、薪酬网、https://www.xinchou.com
/InsuranceBase/320600/2018 
135) 「江蘇 2018 年 8 月起上調最低工資標準」、南通市人民政府、2018 年 7 月 17 日。http://www.na
ntong.gov.cn/ntsrmzf/cjwtjd/content/DB5568F7C7DF46DCA192B90362CBDE38.html 
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 表 5-11 TR 織染（南通）有限公司における従業員の労働実態 
  生産職 事務職 管理職 
合計 
年齢（歳） 26~34 35~49 50~  26~34 35~49 50~  26~34 35~49 50~  
勤続期間               
3 ヶ月未満 0 0 0 2 0 0 0 0 0 2 
3 ヶ月〜半年 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 
半年〜1 年 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 
1〜2 年 1 0 0 0 0 0 0 0 0 1 
2〜3 年 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 
3 年以上 8 15 0 3 4 0 1 5 1 37 
賃金水準（元/月）                     
1000〜2000 1 1 0 0 0 0 0 0 0 2 
2001〜3000 4 6 0 2 3 0 1 2 0 18 
3001〜3588 1 2 0 0 0 0 0 0 0 3 
3589〜4000 1 5 0 1 0 0 0 2 0 9 
4001〜5000 2 0 0 1 1 0 0 0 0 4 
5001〜6000 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 
6001 以上 0 1 0 0 0 0 0 1 1 3 
不明 0 0 0 1 0 0 0 0 0 1 
毎月残業（時間）                     
0〜36 3 6 0 5 3 0 1 5 0 23 
37〜45 1 4 0 0 1 0 0 0 0 6 
46〜80 5 5 0 0 0 0 0 0 1 11 
サンプル数 9 15 0 5 4 0 1 5 1 40 
 
 （５）従業員の現職に対する満足度と不満点 
 表 5-12 は従業員の現職に対する満足度と不満点を示している。満足度において、「すぐ
辞めたい」、「辞めたいが辞められない」と答えた人は合わせて 6 人、「より良い仕事があ
れば変わりたい」は 13 人、「満足している」は 17 名いた。満足している人は 4 割以上であ
り、全職種の中堅層に集中する傾向がある。職種別では、生産職の満足度が一番低く、より
良い仕事に変わりたい人は全体の 3 割を占める。次に、困ることにおいて、給料に困る人が
一番多くて全体の 4 割を占めている。二番目は人間関係であり、9 名で全体の 2 割を占めて
いる。残業が気になる従業員は生産職の 1 名しかいなかった。職種から見ると、生産職で
は、24 名のうちに 9 名が給料に不満があり、4 割弱を占め、8 名が人間関係に困っており、









 表 5-12 TR 織染（南通）有限公司における従業員の満足度と不満点 



























満足度                  
すぐ辞めたい 1 1 0 2 0 0 0 0 0 0 0 0 2 
辞めたいが 
辞めれない 
2 1 0 3 0 0 0 0 1 0 0 1 4 
より良い仕事が 
あれば変えたい 
5 7 0 12 1 0 0 1 0 0 0 0 13 
満足している 1 5 0 6 3 3 0 6 0 4 1 5 17 
その他 0 1 0 1 1 1 0 2 0 1 0 1 4 
困ること                           
人間関係 4 4 0 8 0 1 0 1 0 0 0 0 9 
給料が少ない 4 5 0 9 2 0 0 2 2 3 0 5 16 
残業が多い 0 1 0 1 0 0 0 0 0 0 0 0 1 
その他 1 5 0 6 3 3 0 6 0 1 1 2 14 





動に変わってくる。南通市の都市化率も 67%で高く進んでおり、農村人口は全体の 3 割程度
しかを占めていない。農業に従事する労働力は全体の 2 割に満たず、労働力は第二産業と第
三産業に吸収されている。私営企業と非私営企業とも賃金の差があり、非私営企業より
2,178 元と 35%程度低下する。また、最低賃金はさらに低く、私営企業の 2 分の 1 程度、非
私営企業の 3 分の 1 程度しか達していない。このような労働市場構造の中、南通市に工場
を置く日系関係の繊維製品・アパレル企業 2 社を対象とし、2 社の内部労働市場の特徴と雇
用関係の実態について、現地調査を通して考察した。 
 まず、企業内部の労働市場の特徴について、①労働者の 9 割以上は南通市内の地元労働市
場から提供されている。②労働者は 35〜49 歳の中堅層に集中する傾向が強い。従業員全体
の平均年齢は 36 歳以上である。また、生産現場に就く労働者の平均年齢はさらに高くなり、
LH 社は 41.0 歳、TR 社は 36.8 歳である。②労働者は 2 年以上、または 3 年以上の比較的長















働者は昼間出勤と夜間出勤に分けて 12 時間シフト制で交代しており、12 時間働いた後に 1
日休んでまた 12 時間を働くという、1 日あたり 8 時間労働である。機械の稼働率が確保で
きるのみならず、労働者の残業も少なく調整できる。③賃金制度において、2 社の給料構成
は基本給、皆勤奨励、残業手当、職能手当、ボーナスで構成されている。基本給は如東県の


























































































































働者を配置する、③労務派遣会社は、日系 1 社とローカル 1 社を使用し、賃金水準の管理を
競争させることによって低くしている。次に、派遣労働者の特徴と就業状態は、①9 割以上












 補章では、長江デルタ地域の南通市に進出している「南通 LH 服飾有限公司」、「TR 織染
（南通）有限公司」2 社の日系関連の繊維製品・衣類製造業企業に対して地元労働者を中心
に実証的研究を行った。まず、企業内部の労働市場の特徴について、以下 3 点が明らかにな
った。①労働者の 9 割以上は南通市内の地元労働市場から供給されている。②労働者は 35
〜49 歳の中堅層に集中する傾向が強い。②労働者は 2 年以上、または 3 年以上の比較的長
期間勤続している。③仕事に満足している人は全職種の中堅層に集中する傾向がある。彼ら
は家族のために、安定した長期的な仕事に従事することに憧れ、辛抱強く働いている。次に、
















































































































012 年 4 月号(No.621)、独立行政法人労働政策研究・研修機構。 
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